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ドイツ と フランスにおける 二層型取締役会 

一一企業統治の 視点 一 
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口 森 賢 

基本的問題     はこれも企業の 任意に任されている 点にあ る． 

① 二層型取締役会の 起源は何か・ 第三にフランスにおける 二層型取締役会の 普及 

② ドイツとフランスの 二層型取締役会の 機能 率は低く，単層型取締役会が 支配的であ る． 

と 構造の相違点は 何か． 

③ ドイッ と フランスにおける 二層型取締役会 ③ ドイツの二層型取締役会が 日米英仏の単層 

は 単層型取締役会に 比較してより 有効な企業 統 型 取締役会に比較してより 高い企業統治の 有効 

治を実現しうるのか． ， 性を実現しているとは 考えられない．最近年間 

④ ドイツ と フランスにおける 二層型取締役会 における大企業の 巨額赤字，経営者の 不祥事な 

の 改善方向は何か ， どがその証左であ る． しかしドイツに 関する 限 

りこの事態とその 背景をなす欠陥にもかかわら 

要旨 : ず 二層型取締役会は 大部分の経営者，労働組合 

① 二層型取締役会とは 業務執行が執行役会に ， からも支持されており ，近 い 将来これが単層型 

業務監督が監査役会に 分離され，かっ 両機関間 取締役会へ解消されることは 予測されていない． 

の兼務が禁止されている 取締役会の一彰 f であ 

る ・フランスは 二層型取締役会の 元祖であ り   ④ フランスにおいては 二層型取締役会は 本来 

その歴史はドイツのそれより 古 い ．その二層型 の 監視と業務執行の 分離の目的以外のために 利 

取締役会は 1856 年 7 月 17-23 日付け法に よ り 監 用 されることが 多 い ．アメリカの 機関投資家を 

茶役会の設置が 株式合資会社について 義務づけ 意識して二層型取締役会を 採用する企業も 見ら 

られて以来今日に 至るまで実施されている． こ れるが，将来ともに 二層型取締役会が 大きく 普 

れが ドイツの株式会社における 二層型取締役会 度 するとは考えにくい．その 最大の根拠は 現在 

0 発展に大きな 影響を及ぼした． 進行中の会社法改正により 伝統的な会長兼最高 

経営責任者が 別個の人物に 分離される可能性が 

② ドイツおよびフランス 両国の二層型取締役 強まったことによる．これにより 単層型取締役 

会の本質的違 いは 以下にあ る．第一にドイツの 会 によっても監視と 業務執行の分離が 実現する 

それが法的に 強制されているのに 対して，フラ ことになり，二層型取締役会の 存在理由が相対 

シ スのそれは企業の 任意による．第二にドイツ 的に薄れると 考えられる． 

の 監査役会においては 従業員・労働組合の 代表 

役員が監査役会の 半数を占めることが 1976 年 央 ⑤ アメリ ヵ の単層型取締役会はその 取締役会 

同決定法に よ り規定されているが ，フランスで 会長と最高経営責任者の 兼務による監視と 業務 
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執行の同一人物への 集中化に よ る欠陥を呈する． 

しかしこの欠陥は 全員社外取締役より 構成され 

る監査委員会および 他の委員会活動，公的年金 

基金を中心とする 機関投資家に よ る監視と外部 

監視制度として 証券取引委員会および 企業支配 

市場により是正されており ，企業統治の 有効，性 

はドイツ， フランスに比較して 高い． 

⑥ ドイッ，フランス 共に関連法規の 改正実施 

により，それぞれの 欠陥の是正は 着実に進みっ 

っ あ る． しかし外部監視に 比較し，取締役会を 

主体とする内部監視は 基本的には最高経営責任 

者の知己や会社との 利害関係者による 監視に依 

存するため二層型取締役会といえどもその 限界 

を克服できないでいる． このためにはアメリカ 

におけるような 機関投資家や 強力な規制機関な 

どによる第三者による 外部監視の強化が 不可欠 

であ る． 

検索用語 : 

二層型取締役会， ドイツ，フランス ， 日本，企 

業統治，コーポレート・が ，ナンス，監査役会， 
" ハズ " 執行役金，単層型取締役会，取締役会，最高経 

営責任者，経営者支配， KonlraG, マリニ報告， 

ヴィエ / 報告 

問題の背景 : 

日本， アメリカ， イギリス， ドイッ， フラン 

スの先進工業五力国の 中で . 層型 取締役会が制 

度化されている 国はドイッ， フランスのみであ 

る． フランスにおいては 二層型取締役会は 強制 

されず，その 採用は企業の 任意に よ る・周知の 

ようにドイッの 株式会社の統治制度の 最大の特 

質は監視機能を 持っ監査役会 (Aufsichtsrat) と 

経営業務執行機能を 有する執行役金 (Vorstand) 

が 機能的にも，人的にも 分離された ニ 層別取締 

役会であ る， ， ．同一企業において 監査役会の役 

員と執行役会の 役員は相互に 兼任することはで 

きない， したがってドイッ 大企業においては 取 

締役会の監視機能と 最高経営責任者の 経営業務 

執行機能とが 少なくも 法 形式的には最も 明確か 

つ完全に分離されている．すなわち 監査役会役 

員の資本側役員はすべて 会社外部の人物すなわ 

ち社外取締役であ る・ したがってイギリス ，ア 

メリカの大企業に 一般的であ り，ブラシスの 単 

層型 取締役会においては 法的に要求されている 

取締役会会長と 社長の同一人物への 機能統合は 

ドイッにおいては 法的にも現実にもあ り得ない． 

日本の大企業においては 取締役会会長職と 代表 

取締役社長との 兼務は少ないが ，一般的に代表 

取締役社長に 業務執行，意思決定，監視機能が 

集中しており ， この点でイギリス ， アメリカ， 

フランスと変わらない． 

フランスにおける . 層型 取締役会は単層型 取 

締 役会における 最高経営責任者への 権 限集中を 

是正すべく， ドイツのそれに 範を取り 1966 年に 

制定されたものであ る． ドイツの二層型取締役 

会に比較して ， フランスのそれに 関してはその 

実態はあ まり知られていない． したがって，両 

国の監査役会は 同一の機能，構造を 有している 

のか否か，相違点があ るとすればどのような 点 

にあ るのかは筆者の 知るかぎり，経営学の 視点 

から明確にされたことは 少なかった． より根本 

的 問題は，はたして 二層型取締役会は 単層型取 

締役会に比較して 企業統治の有効性の 視点から 

優れているのか 否かほついての 評価も十分にさ 

れていない．本稿の 問題意識は以上の 現実に基 

づく． 

1 . 二層型取締役会の 起源 

二層型取締役会は 今日ドイツにおいて 株式会 

社に義務づけられ ，広く普及しているため ， ド 

イ ソ が発祥地であ ると考えられがちであ る． し 

かし今日のドイッの 二層型取締役会がフランス 

の原型に基づくとする 指摘において ， フラン 

ス・ドイツ双方の 研究者により 別個に行われた 

研究の結論は 一致している．フランスの 法学者 

の 指摘によれば ， ドイツにおいて 後述する 1870 

年 6  月の全ドイツ 商法典 (A  llgem  eines 

Deutsches  Handelsgesetzbuch)  改正法により 株 
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式 会社に設置が 義務づけられた 監査役会 

(Aufsichtsrat) はフランス法により 影響を受け 

たとする 2). ドイッ側の研究はフランスのそれ 

と 興 る根拠により「近代的な 監査役会の原型」 

(ArchetypdesmodemenAufsichtsrats) がフラン 

スの研究者が 指摘する 19 世紀中葉 よ り一世紀早 

く， 1750 年頃 フランスの会社において 発生した 

ことを明らかにする " 。 ．近世以前における 二 

膚理取締役会の 原始的形態とされるものについ 

ては脚注に譲り ，以下に 18 世紀以降のフランス 

と ドイッの二層型取締役会の 発展 更 に焦点をあ 

てる。 ， ． 

1 ) フランスの二層型取締役会の 生成 

18-19 世紀においては 工業化，自由主義，個 

人主義，合理主義の 進展に伴い，企業がもはや 

国家の通商政策の 道具としてではなく 個人の利 

益追求の手段として 考えられるようになった． 

この結果株式会社の 設立要件は個別に 国王の特 

許を条件とする 特許主義から ，一定の法的要件 

を満たしていれば 認可される認可主義へと 変わ 

った． 1807 年制定のフランス 商法典 (Codede 

commerce) がその結果であ る・ これは投機， 

倒産の増加とフランス 銀行の危機に 不安を抱い 

たナポレオンが 作成を急がせ ，翌 1808 年 1 月よ 

り実施された。 ). これは株式会社と 株式合資会 

社の二形態を 対象とした．株式会社は 行政機関 

の 認可を条件として 設立され，定款は 国務院 

(Conseild,Etat) の監督の下で 策定され，一般 

に二つの機関，すなわち 一定の任期を 有する業 

務執行責任者 (ad 血 nistrateurs または gerants) と 

定款により指揮ないし 監督の機能を 有する取締 

役会 (Conseild.administration) または監査役会 

(Conseildesu Ⅳ eillance) を有した．前者は 今日 

の単層取締役会に 後者は今日の 二層型取締役会 

相当するものであ った・いずれかに 中心をおく 

かは企業により 興 った・株式会社数が 少ない間 

は国務院による 監督が容易であ り，単層型取締 

役会が認可されることが 多かった．しかし 株式 

会社の業績悪化を 早期に食い止め ，場合によっ 

ては迅速に解散させるために ，また株式会社の 

設立数が増加し 国務院による 監督が困難となっ 

てきたため，国務院はみずから 監督する必要な 

い二層型取締役会を 多く認可するようになった． 

その後 1856 年 7 月 17-23 日 法 により株式合資 

会社に対して 監査役会の設置が 義務づけられた． 

この監査役会は 株主総会において 株主の中から 

選任される最低 5 人により構成された．監査役 

会役員の任期は 一年であ り， 5 年に一回再任 可 

能 であ った．その役割は 帳 簿，現金，有価証券， 

企業価値の監査であ った．監査役会は 年に一度 

株主総会において 棚卸しの結果を 報告し配当 

に関する支配人の 提案を行った．監査役会は 株 

主 総会の招集権 を有し，会社の 解散を発議する 

ことができた．今日に 至るまでこの 株式合資会 

社の監査役会の 規定はほとんど 同一のまま維持 

されている．同様に 1863 年 5 月 23 日付け法に ょ 

り 有限会社にも 二層型取締役会の 設置が制定さ 

れた． これは経営業務執行を 行 う 執行機関 

(Gerance) とこれを監督する 会計監査人 

(Com 而 ssaires) に よ り構成される 監査機関を 

有した・株式会社についてはこのような 二層型 

取締役会は制度化されなかっが 1867 年 7 月 3 日 

法に 2 0 実質的に業務監督と 業務執行が分離さ 

れた・同法に ょ れば株主総会が 株主の中から 取 

締役会役員を 選任し，これらが 取締役会会長を 

選任する・この 取締役会会長の 機能は取締役会 

を招集し，準備し ，議長を務めることのみに 限 

定された・取締役会は 重要な意思決定を 行 い ， 

業務執行を監督し ，個人的責任と 連帯責任を負 

った ・ 日常の業務執行は 取締役会役員から 選出 

される代表取締役 (administrateur-delegue) か ， 

あ るいはそれ以外の 株主でない専門的経営者 

(directeurgeneral) に委託された・この 規定は 
ナチスドイッ 占領下のヴィ シ 一政権 に 2 0 廃止 

され，代わって 1940 年 9 月 18 日付け，および 

1943 年 3 月 4 日付け行政命令 (decrets-lois) に 

より後述するように 取締役会会長が 最高業務執 

行 責任者を兼務する 規定が制定され ，今日まで 

維持されている． 
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2) ドイツの二層型取締役会の 生成と発展 

ドイツにおいては 1807 年制定のフランス 商法 

典が当時ナポレオン 戦争における 敗退によりフ 

ランス占領下にあ ったラインランド 地方で実施 

された． このフランス 商法典に範を 取り 1843 年 

11 月プロイセン 政府はプロイセン 株式法を制定 

した．この立法の 決定的特徴は 既述のフランスの 

株式会社に規定される 取締役会 (Ve Ⅳ altungsral) 

であ る．その構成員は 多くの場合大株主により 

株主総会で選任され ，その指示の 下で業務執行 

責任者 (Direcktoren) が日常的業務執行を 遂行 

した，取締役会はその 他の機能として ，特に会 

計検査と配当政策に 関して業務執行責任者に 対 

する監視と監督を 行った．取締役会は 後の ドイ 

ッの 監査役会の有するりくっかの 重要な特質を 

示す．第一にそれが 固有の権 限と責任および 被 

選挙権 を有する独立機関としての 性格であ り   

第二に業務執行責任者に 対する株主による 監督 

機能であ る．その後既述のフランスの 1856 年 7 

同 17-23 日 法 により株式合資会社に 対して二層 

型取締役会が 義務づけられ ，これがドイツの 二 

層型取締役会の 模範となった． 

ドイツにおける 監査役会 (Aufs 王 cChlsrath Ⅰ な 

る 用語はプロイセンのみならずすべてのドイッ 

諸邦に 共通の， 1861 年の全ドイツ 商法典に よ り 

はじめて公式に 出現した．監査役会の 設置は会 

社が定款に よ り任意に決定できる 事項とされ， 

それまでの取締役会は 引き続き維持された． こ 

の 立法はその後のドイツの 株式会社における 業 

務執行と業務監督の 機能分化に決定的な 役割を 

果した， 、 ．監査役会の 設置はその後 1870 年の全 

ドイッ商法典改正法により 強制されることとな 

った．その背景としては 国家による認可制度の 

廃止があ った．増大する 株式会社設立件数が 行 

政担当部門の 処理能力を越えたため 維持困難と 

なったためであ る．そしてこのような 国家によ 

る監督権 消滅に代わる 株式会社の監督制度とし 

て 監査役会の設置が 義務づけられた・ 監査役会 

の機能は年度決算に 関する会計原則の 実施の監 

視，その結果に 関して株主総会への 報告，さら 

に 監査役会役員によるその 義務履行 僻 怠の場合 

の弁済義務が 役員の個人責任かつ 連帯責任とし 

て規定された． 

しかし立法者の 意図に反してその 後も監査役 

会に対する経営者の 関心は薄かった．多くの 企 

業は定款の規定に よ り，監査役会の 機能を新商 

法で許される 以上に拡大し ，重要な事項に 関す 

る事前承認事項，執行役会への 指示， さらに会 

社の外部への 代表などほ ん ら ぃ 業務執行の分野 

にまで広げた．その 背景は大株主がこれまで 取 

締役会において 有した影響力の 喪失を恐れたた 

めであ った． この結果大株主が 監査役会により 

業務執行と業務監督のいずれをも 行った． した 

がってしばしば 監査役会はそれまでの 取締役会 

の 別名としか見なされなかった． 

その後この事態は 数回の商法典の 改正にもか 

かわらず不変であ った．監査役会と 執行役会と 

の間に前者の 監督と後者の 業務執行という 明確 

な 機能分離が法的に 実現するのは 1937 年を待た 

ねばならなかった． しかし後述するゲール ム ら 

の調査結果が 示すように，今日に 至までドイッ 

の二層型取締役会における 業務監督と業務執行 

の分離は実態的には 完全に実現していない ". 

このことは二層型取締役会の 限界を示す証左と 

考えられる． 

2. 日本の取締役会の 機能 

ドイツ，フランスの 二層型取締役会の 特質を 

より鮮明にするために ，最初に単層型取締役会 

を採用する日本の 取締役会の法的機能を 概観す 

る。 ， ． 日本の株式会社において 取締役は株主総 

会の決議により 選任される．取締役会はその 構 

成員の中から 代表取締役を 選任する・ 

取締役会の第一の 機能は，業務執行の 意思決 

定であ る ( 商法第 260 条 1 項 ). 第二の機能はこ 

の意思決定の 執行であ り，それは取締役会に よ 

り選任される 一人または複数の 代表取締役に ょ 

0 行われる ( 同 261 条 3 項 ). これに基づき 代表 

取締役は日常的経営活動に 必要な意思決定を 行 

い，また外部に 対して会社を 代表する ( 同 78 条 
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1 項 ). 定款に規定すれば 代表取締役以外の 取 

締役も経営執行に 従事することができる・この 

ような取締役は 業務担当取締役と 称する・周知 

のように日本の 株式会社におけるほとんどの 取 

締 役は業務担当取締役であ る，業務担当取締役 

は代表取締役と 同様に下位の 業務担当補助者の 

指揮，監視にあ たり違法行為や 過失を未然に 防 

止する．取締役会の 第三の機能は 代表取締役 お 

よび業務担当取締役がその 業務を適法にかっ 定 

款と経営方針に 従い執行しているかを 監視する 

ことであ る ( 同 260 条 1 項 ). この監視は業務執 

行の適法性のみならず ，妥当性についても 行わ 

れる．この監視は 代表権 を有しない，いわゆる 

平 取締役により 取締役会を通じてなされる．こ 

の「取締役に よ る職務執行に 対する監督」権 限 

は 1981 年の商法改正により 追加された規定であ 

り，従前からも 認められていた 監督権 限が一層 

明確にされた． 

このように日本の 取締役会においては 意思 決 

定 ，業務執行，業務監視の 三種の機能が 混在す 
る． したがって取締役会が 監視機関として 有効 

に機能できないようになっていると 云わざるを 

得ない．現実的にも 監視にあ たる取締役は 業務 

執行の最高責任者であ る代表取締役社長により 

実質的に選任される 点において，その 監視機能 
は全くの虚構と 化している． 日本において 取締 

役会が代表取締役社長を 解任した例はこれまで 

筆者に知られれている 限りでは百貨店の 三越， 

漢方薬の ノ ムラ，二輪車のヤマ 八発動機などの 

少数に限られている．おそらくはこの 欠陥を是 

正するために 日本固有の制度であ る常勤監査役 

制度が導入されたと 思われる． しかしこれら 監 

査役は株主総会で 選任されるものの ，候補者の 

選定は最高経営責任者であ る社長が行うのが 実 

態であ り，その経営監視能力もまた 虚構化して 

いることは常識であ る， 0 ，・ 

図表 1 に日本，フランスの 単層型取締役会の 

概要を示す． 

3. ドイツの監査役会と 執行役金 

1 ) 監査役会の機能 

監査役会の機能は 業務執行担当者の 集合体で 

あ る執行役会に よ る第一に経営業務の 監視， 第 

二 にこれに対する 助言，第三に 執行役会構成員 

の選任と解任であ る 血 ． 

(1) 監視 は beWachung) 

監査役会の役割は 株式法には業務執行を 監視 

すると規定するのみであ るが 12), それは執行役 

会の経営業務を 以下の観点から 評価することで 

あ る : 

①適法性㊦ echtsm 獅 gketit) 

株式法，定款，商法および 競争，租税， 環 
境に関する法規への 適法性 

②合目的性 (Zwec ㎞、 棚 igketit) 

市場，資源，競争などの 経営環境の変化に 
応じた適時かつ 適切な対応措置 

③組織， 性 (Ordnungsm 棚 igketit) 

明確かっ機能的な 経営組織，および 経営手 

段としての体系的経営計画，有効な 管理機 

構，確実な会計制度 

④ 経済性 (Wi 「 nSchaftlichke 田 

企業の存続能力を 強化するための 経済的に 

合理的な戦略，収益性，流動性の 維持，向 
上 

(2) 助言 憶 at) 

1991 年 3 月 25 日付け連邦通常裁判所の 判決に 

よ り ， 既に実施された 経営業務の監視，すなわ 

ち事後監視の 他に，事前監視としての 助言も監 
茶役会の機能となった．助言の 目的は執行役会 

に対して将来におけるリスクの 発生可能性を 指 

摘し執行役会による 重大の意思決定の 誤りを 

事前に防止することにあ る・また助言の 対象は 
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図表 1  単層型取締役会のフランス・ 日本比較 

    フランス   日本   

一般的機能 会社の名においてすべての 状況において 行 

動する最も広範囲の 権 限を有する． 
意思決定，業務執行，業務執行の 監督 

個別的機能   取締役会会長の 選任と解任 

  取締役の選任 

  業務執行責任者の 選任と解任 
  業務執行の監視 

  取締役会委員会の 発足 
  株主総会の招集，議題決定およびこれへ 

の業績報告と 利益処分提案 

  
@  その他増資などについての 報告 

・構成 
l   3-24 人・合併した 企業は最高 30 人まで   

  代表取締役の 選任と解任 

  代表取締役および 業務担当取締役 
による業務執行の 監督 
  計算書類の承認、 

  重要資産の処分，多額の 借財，使用人の 
選任と解任，組織の 変更，などに 関する 
決議 
・株主総会の 招集 

  

3 人以上．上限規定なし   
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規定なし   

  選任   株主総会   
    
従業員代表 国営企業およびこれが 50% 以上の持ち分を 

有する子会社の 取締役会において 従業員代 
表が協議権 を有する． 

なし 

  任期 可 １・ ｜ 6 年 百 住 l 2 年，再任 可   
  

円
転
 

定款に よ り定年を規定する． 
規定無き場合 70 歳を超える役員数は 全体の 
三分の - を越えてはならない． 

なし 

  自社株所有義務   あ り・必要所有株数は 定款で規定     

 
 

他社兼務制限 フランス本国に 本社をおく企業のないし 他 
社取締役会，監査役会役員の 兼務は最高 8 
社 

取締役会会長の 最高業務執行責任者 

機能 

なし 

取締役会会長の 規定なし   

資料 : 引用文献冒頭に 示す． 

*  取締役会会長に よ る業務執行を 補佐するため ，使用人すなわち 会社と雇用契約関係にあ る管理者が業務執行 

責任者 (Directeurgeneral Ⅰとして取締役を 兼任する者をここでは 使用人来取締役と 表現した・日本の 社内取 

締役に該当すると 言えよう．またフランスの 取締役は使用人来取締役の 最高許容数の 範囲内で業務執行責任 

者を兼務できる．これは 日本の業務担当取締役に 相当すると言える   
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一般的経営業務に 限定され，専門的知識を 必要 

とする事項，特殊な 問題，経営業務執行に 関す 
る事項は対象外であ る・さらに同判決は 有効な 

監視が監査役会と 執行役会との 常時の協議によ 

ってのみ可能であ るとし将来の 経営方針につ 

いては監査役会に よ る助言が最重要な 手段であ 

ると強調した．これにより 監査役会は執行役会 

により提出された 提案および事業計画を 既述の 

監視基準に照らし ，その実現可能性を 検討する・ 

また監査役会はこれら 提案，計画に 付随する将 

来のリスクを 評価し，その 防止策を助言する・ 

さらに監査役会は 執行役会に代替案を 提案する 

ことができる ". このリスク監視機能は 後述す 

る株式法改正 KontraG により強化されることに 

なった． 

(3) 執行役会の選任と 解任 

監査役会は執行役会役員の 選任および解任権 

を有する． 

2) 監査役会の監視手段 

監査役会がその 監視機能を果たすために 二つ 

の手段が会社法に よ り規定されている．第一が 

執行役会に対する 情報請求であ り，第二は以下 

の監視手段であ る 14,. 
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①
②
 ③ 各執行役会役員の 職務分掌・権 限を定めた 
執行役会役員規定の 策定 

④ 年度決算の確認 

この中で最も 強力な影響力行使手段は 事前承 

認 権 であ る．監査役会は 定款ないし監査役会規 

定に よ り，執行役会に よ る特定の重要業務に 関 

して監査役会の 事前承認を義務づけることがで 

きる ( 事前承認、 権 Zustimmungsrecht, 

Zustimmungsvorbehalt). これに よ り監査役会は 

事前監視の機能を 発揮することができる．この 

事前承認事項は 会社法に ょ れば特定の重要事項 

に 限定さるべきであ り，すべての 業務について 

監査役会の事前承認を 要求することは ，監査役 

会が執行役会を 代替することになるので ，法的 

に禁止されている．ゲール ム らの調査によれば ， 

1976 年共同決定法の 対象株式会社 281 社の 63%, 

石炭・鉄鋼産業共同決定法の 対象企業 29 社 90% 

においてこのような 事前承認事項を 定款または 

監査役会規定に 定めている．これら 事前承認事 

項は同調査にれば 1976 年共同決定法対象企業に 

ついては頻度の 順に，他社への 資本参加 (54%), 

土地の買収・ 売却 (51%), 支社の開設 (38%), 

社債発行 (36%), 資金調達 (31%) などであ 
る． しかし経営戦略に 関する事前承認事項は 少 

なく，製品・ 事業分野の新規参入または 撤退， 
事業目的の変更については 20%, 利益計画，財 

務・投資計画など 経営計画に関する 事前承認事 

項を規定している 企業はそれぞれ 6%, 10% で 

あ る，。 ， ． 

しかしこの規定は 後述するように 監査役会が 

本来の経営者監視の 機能を越えて ，執行役会の 

機能であ る業務執行の 意思決定をも 行うことを 

可能にし監査役会と 執行役会の義務と 責任の 

境界を暖 昧 にする．なお 事前承認事項に 該当す 

る 執行役会による 提案が監査役会により 承認さ 

れなかった場合，執行役会は 株主総会におよる 

議決を要求することができ ，その四分の 三の議 

決をもって監査役会の 決定を覆すことができる． 

3)  監査役会の組織 

(1) 構成 
ドイツの二層型取締役会の 他の一つの特質は 

共同決定法に よ り従業員 2 千人以上の企業にお 

ける監査役会には 資本側の監査役会役員と 労働 

側の監査役会役員それぞれ 同数の役員により 構 

成される点にあ る．監査役会役員合計数は 従業 

員数により 興 り，従業員数 2 万人以上の企業に 

おいては労働側代表は 10 人で，その内訳は 従業 

其代表 7 人，労働組合代表 3 人であ る． 

監査役会会長と 執行役会役員の 選任は重要事 

項とされ，一回目の 投票では監査役会の 過半数 
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ではなく三分の 二の賛成により 決議される．監 

査役会会長の 候補者が三分の 二の賛成を得られ 

ない場合は，資本側代表が 決定できる．監査役 

会副会長は労働側代表から 選任される．監査役 

会会長を含め 資本側役員はすべて 社外の人物で 

あ る・資本側役員の 中には本務 先 企業をもたず ， 

監査役会の独立専門家として 複数企業の監査役 

会役員を勤める ，ひわりる職業的監査役会役員 

(Beru 氏 aufsichtsrat) も存在するがその 数は少な 

い ．従業員側代表の 副会長は大企業においては 

労働組合の全国組織の 執行部役員であ ることが 

多い ( 以上について 図表 2 参照 ). 

(2) 会議回数 

監査役会は株式法に よ り最低年 2 回が規定さ 

れ，年 4 回が推奨されていた． しかし既述のゲ 

ール ム らの調査に よ れば， 281 社のうち年 4 回 

監査役会を開催する 企業はわずか 13% であ り   

大部分の 85% は法定最低回数の 年 2 回しか開催 

していない ", これは監査役会の 監視機能を弱 

め，執行役会の 権 限増大の大きな 原因であ ると 

指摘されている・このため 後述するように ， 年 

四回の開催回数が 株式法改正に よ り義務づけら 

れた． また 31% の企業においては 執行役会役員 

が監査役会に 出席する権 利が定款および 監査役 

会規則に 2 0 自動的に与えられている．監査役 

会におけるこの ょう な執行役会役員の 出席は執 

行役会の監視に 関する自由な 討議を困難にする 

ことが懸念されている ". 

(3) 監査役会委員会 
既述のゲール ム らの調査に よ れば，なんらか 

の委員会を監査役会に 設置している 企業は 281 

社中 39% であ る．新任監査役会・ 監査役会役員 

との雇用契約を 決定する委員会が 最多で 65%, 

財務委員会が 54% がこれに次ぎ ，人事委員会は 

26% の企業で設置されている．その 他各種委員 

会で分掌される 職務は重要な 監査役会への 提案， 

提出資料の準備 (21%), 個別事項についての 

事前承認 (10%), 年度決算の作成 (6%), 固 

定 資産取得・処分 (6%), 資本参加 (6% Ⅰ， 
法務 (5%) などであ る．経営戦略および 経営 

第 1  .  2 号 (2000) 

計画を立案，検討する 委員会，および 財務・業 

務監査を専門的に 行う委員会は 皆無であ る，こ 

れら委員会の 内，従業員・ 労働組合選出役員と 
の株主選出役員と 同数で構成される 委員会は 

35% であ り，監査役会会長を 含む株主選出役員 

のみにより，またはこれらが 過半数を占める 委 

員会は 56% であ り，株主選出役員の 影響力がよ 

り大きい ". 後述するように 株式法改正により 

委員会の設置が 勧奨され，とりわけアメリカの 

監査委員会に 類似した機能をもっ 委員会を採用 

する大企業が 増加しっ っ あ る． 

4) 執行役会の機能 

執行役会の機能は 自己の責任において 経営業 

務を執行することであ る．また既述のように 監 

査役会は執行役会の 経営業務を監視するために 

必要とされるあ らゆる情報を 執行役会に要求で 

きる．また執行役会は 以下の情報を 監査役会に 

提供することが 株式法に規定されている : 

① 経営方針および 将来の経営上の 基本的問題 

点， { 戦略的計画とその 決定，財務構成，財務リ 

スクに関する 方針 ) に関して最低年 1 回，新事 

態の発生時には 直ちに報告 

② 営業概況，とりわけ 売上，収益性，流動性， 
資産状況， リスクなど経営状況を 示す計数に関 

しては定期的にまたは 最低四半期毎に 報告 

③ 関連会社の法的関係，取引関係 

④ 年度決算，営業報告書，決算監査人に よ る 

監査報告，利益処分の 提案 

⑤ その他の重要事項 

- 突然の売上減少 

- 為替相場変動および 競争状況に よ る価格 

の大幅低下 

- 重要顧客の支払い 不能 

- 火災，事故 

また執行役会は 監査役会に よ る助言を慎重に 検 

討し，これに 基づいて意思決定を 行う義務を負 

う．後述するように 株式法改正によりこれらの 

執行役会に よ る監査役会への 報告義務は強化さ 

れた． 
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図表 2  ドイツの二層型取締役会の 例 

(61)  61 
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筆者 注 : 

Ⅱ ) ダイムラー   クライスラ一社の 監査役会には 三つの委員会が 付設されている ， PrasidialausschuB ( 会長補佐 

委員会 ) は監査役会会長，副会長，資本側役員 Schneider , 労働側役員 wurU より構成され ，執行役会および 

監査役会の雇用契約その 他契約事項，会長および 副会長への助言が 主要機能であ る． BilanzausschuB  W 決算 

委員会 ) は監査役会会長，副会長，資本側役員 Walter , 労働側役員 BOhrrl よ り構成され，中間決算，年度末 

決算の検討を 行う・ Vermi[tlungsausschuB d 仲裁委員会 ) は人事委員会と 同一の構成員で ，共同決定法の 規定 

により執行役会の 役員選任投票において 三分の二の賛成票が 得られなかった 場合，監査役会に 選任に関する 

提案を行 う ．以上営業報告書による 説明． 

(2) ダ ・ィム フ一 " クライスラ一社は 事業持株会社であ り， メルセデス ー ベン " ソ社 ， クライスラ一社， Dasa ( 航 

空 ・宇宙事業部門 ), Debis ( サービス ) などの事業に 従事する法的に 独立した子会社を 統一的経営の 下で支 

配する・事業所協議会 (Betniebsral) は事業所単位における 共同決定，労資協議，情報共有などの 法的機関・ 

各子会社に複数の 事業所があ る場合，これらの 上部機関として 全社事業所協議会で esamlbetriebsral) が 設 

貴 され，これら 子会社が持株会社の 支配下にあ る場合は持株会社内に 中央事業所協議会 (Konzernbet 「 iebsrat) 

が組織される．労働側役員の 職名は簡略化．事業所協議会の 詳細は吉 森 ， 1995 を参照． 

(3) 本文で説明したように ，共同決定法により 労働側代表は 企業の従業員代表と 労働組合代表より 構成される   

従業員代表は 工場作業員，事務職員，管理職の 三職種の代表ょり 構成される・ 従業員数 2 万人以上の企業に 

おいては労働側代表は 10 人で，その内訳は 従業員代表 7 人，労働組合代表 3 人であ る・ダイムラー ，クライ 

スラ一社の場合も 労働組合代表として 金属産業労働組合 IGMetall のナショナルセンタ 一の執行部から 2 名， 

アメリカ自動車産業労働組合 (UAL) の執行部から 1 名，計 3 人が選出されている・ 

(4) SprecherausschuB ( 管理職協議会 ) は管理職より 構成される   その機能は事業所協議会にほぼ 同じ   

(5) 従業員代表のうち 事務職員の代表． 

資料 .G ぴ c 肋が・ m レわ c 肋 1999,hltp://www.daimlerch 甲 sler.de/mnveslo ナ epo Ⅳ annualgg/vo 血 and- よ・ hlm  に基づき作成   

5) 執行役会会長の 機能 ", 

株式法の規定に ょ れば，資本金 300 万マルク 

以上の企業においては 二人以上の執行役会役員 

が必要とされる．従業員が 2000 人を越す株式会 

社においては 人事労務担当役員 (Arbeitsdirektor) 
一名を選任しなければならない・ したがってド 

イツ大企業の 執行役会には 最低三人が必要とさ 

れる．執行役会会長は 監査役会に よ りその構成 

員の中から選任され ，解任される・ 執行役会会 
長の権 限，責任は株式法に 具体的に規定されて 
いない．執行役会の 意思決定においては ，合議 

制が規定されており ，一人ないし 複数の役員が 

執行役会の過半数の 反対に抗して 決定できない・ 

合議制に よ る意思決定は 執行役会会長が 他の役 

員 と同格であ ることを前提とするので ，その 他 

位は単なる象徴的地位あ るいは名誉職に 過ぎな 

いのかという 疑問が生じる． 

しかし執行役会会長は 監査役会にょり 任命さ 

れ，その氏名は 商業登記簿に 登録されねばなら 

ず，また会社の 業務用筆および 年度未決算の 補 

兄事項に明記されること ，が法的に義務づけら 
れている．すなわち 執行役会会長は 他の役員と 

は明らかに異なると 解される・また 執行役会の 

各役員はそれぞれ 固有の担当部門，たとえば 財 

務，営業，研究開発などを 責任者として 統括し 
ており，役割分担が 行われているのが 一般的で 
あ る ( 図表 2 ダイムラー・クライスラ 一社の執 

行役会を参照 ). これらの部門別の 経営意思決 

定・活動は企業全体の 目標・方針を 実現すべく 

調整されねばならない・このように 統一的に調 
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整 できる者は執行役会会長をおいて 他にはな い ・ 

したがって調整が 執行役会会長の 他の重要な役 

割となる． 

次に執行役会が 共同で経営業務を 執行すると 

すれば，執行役会はどのような 形で責任をとる 

のかが問題となる．合議制の 原理に従えば ，執 

行役会も当然共同責任を 負うことになる．具体 

的には各執行役会役員は 他の役員の経営活動に 

関して異常ないし 不適切性を発見した 場合これ 

を 指摘する義務があ る． しかし自らも 担当部門 

に責任を有する 役員が他の役員のすべての 経営 

活動について 監視をする義務はなく ，またそれ 

は不可能に近 い ．これに対して ，執行役会会長 

にはこの免責は 妥当しない．なぜなら 執行役金 

会長はすべての 部門担当役員間の 調整を行 い ， 

その過程において ，すべての部門の 目標達成の 

程度や異常事態を 把握することができ ，個々の 

問題について 担当役員と検討する 立場にあ るか 

らであ る． したがって執行役会役員全員の 経営 

活動に対する 監視が執行役会会長の 一つの役割 

となる． 

したがって執行役会会長の 地位，役割，責任 

は他の役員のそれに 優越し，その 機能は調整， 

監視，代表，そして 最終的決定に 要約される． 

一般的にはその 権 限は 

● 執行役会の代表 

● 会議の招集と 議長として議事運営，議題の 

準備と提案 

● 株主総会における 業績報告 

であ るとされる．また 執行役会会長の 任務は 

執行役会規定において 定められており ，以下が 

一般的であ る : 

● 経営計画の策定，業績評価 

Ⅰ 執行役会役員間の 業務分担および 各種委員 

会の構成に関する 提案 

Ⅰ 執行役会役員からの 報告，執行役会会議へ 

の個別問題の 提起 

Ⅰ 監査役会会長との 接触 

  膚理取締役会 ( 古森 賢 ) (63 Ⅰ 63 

この中で最も 重要な役割は 監査役会会長との 

意思疎通および 情報交換であ り，また社内外に 

対して執行役会を 代表して発表，行動すること 

であ る，その責務の 重要性に よ り執行役会会長 

は事実上最高経営責任者と 見なされている 卵 ・ 

実態においても 執行役会会長が 合議制を無機 

能化する程の 権 限を発揮する 実例が報告されて 

い る．それは執行役会会長の 強力なかⅠスマ 的 

性格，あ るいは業界団体における 要職などに起 

因する．このような 合議に基づく 意思決定方式 

が時間をとるので ，株式法は執行役会規定また 

は 定款に よ り，多数決 ( 単純過半数，荷重過半 
数など ) の採用をも認めている．実態的にも 

50% の大企業においては 執行役会の意見が 二分 

した場合に，執行役会会長が 決定権 を有するか， 

二票を行使することも 行われていて ，全会一致 

による 意 ， 思 決定は形骸化している '". 

4. フランスの二層型取締役会 

フランスの取締役会の 特質は日本，アメリカ ， 

イギリスに共通する 単層型取締役会もしくはド 

イツに範を取った 二層型取締役会，のいずれか 

を 会社が選択できる 点にあ る．既に述べたよう 

にフランスにとって 現行の二層型取締役会は 初 

めての経験ではない．フランスの 二層型取締役 

会は単層型取締役会における 取締役会会長への 

権 限集中の弊害を 是正し，「株式会社の 構造を 

より合理的，近代的，有効にするため ，取締役 
会における経営監視者と 経営執行者との 混在を 

なくし，両者の 分離をはかること」を 目的とし 

て 1966 年の法改正により 導入された．この 法案 

が 国民議会へ提出された 第一の目的は 監視と業 

務執行の機能的・ 人的分離によりフランス 企業 

の競争力を強化することであ った．第二の 目的 

は ョ 下ロ ソパ 統合を推進するためにヨーロッパ 

会社法の基礎を 二層型取締役会におくことであ 

った・第三は 取締役の組織と 機能をより弾力的 

にすることにあ った ". しかし議会は 二層型取 

締役会を強制法とすることに 反対し，その 採用 

を企業の任意に 委ねることを 決議した． 
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二層型取締役会を 理解するためにはフランス 

の単層型取締役会の 特質を知る必要があ るので， 

最初にこれを 概観する． 

1 ) 単層型取締役会 (S0c る it る anonyme 

classique) 
既述のように 単層型取締役会を 採用するフラ 

ンスの株式会社の 最も注目すべき 特質は取締役 

会会長が同時に 最高経営責任者としての 機能を 

果たすことが 法的に規定されている 点であ る． 

すなわち「取締役会会長は 自己の責任において 

会社の経営全般を 執行する．取締役会会長は 第 

三者との関係において 会社を代表する・ 株主総 

会が有する法的権 能および取締役会の 有する 時 

別の権 能を除き，取締役会会長は 会社の名にお 

いてすべての 状況において 行動する最も 広範囲 

の権 能を有する」 (1966 年 7 月 24 日付け法令第 

117 条， 1969 年 m2 月 20 日付け法令第 69-117, 筆 

者 訳 ) ". この最高経営責任者の 機能と取締役 

全会長の機能を 兼務する経営者の 役職名は法的 

には取締役会会長 President du ConseiI 
d.administration であ り，実務では 一般的には 

P.D.-G. (PresidentDirecteur-G る neral) と呼称さ 

れる ( 以下会長兼最高経営責任者と 訳す ). 取 
締役会会長にこの ょ うに強大な権 限が法的に規 

定されている 国は日米欧五力国の 中でフランス 

のみであ る． 

わが国の商法の 規定と同様に ，フランスの 商 

法 においても取締役会会長は 取締役会によりそ 

の構成員の中から 選任され，取締役会により 監 

視を受け，解任され 得る・しかし 実態は会長兼 

最高経営責任者が 取締役候補者を 決定してお @9   

株主総会はこれを 自動的に承認する・これが 経 

営者支配を強固にし 企業統治の視点から 問題 

であ ることは自明であ る・この点で 日本におけ 

る代表取締役社長の 立場と酷似しており ，企業 

統治の観点から 大きな欠陥を 呈している・ 

会長兼最高経営責任者の 職務は第一に 会社の 

日常的経営とその 指揮および会社の 代表機能， 
第二に取締役会および 株主総会の運営，第姉に 

取締役会の会長として 全般的経営活動の 監視で 

あ る．この 26 に取締役会会長が 監視と経営の 

二つの相反する 機能を合わせ 持っことを法的に 

要求されている 結果，最高経営責任者に 対する 

取締役会の監視機能が 大幅に薄められる．会長 

兼 最高経営責任者はその 職務遂行の補佐として 

一名または複数の 業務執行責任者 (Directeur 

g さ neral) を取締役会の 決議により任命すること 

ができる． これらは数人のライン 部門最高責任 

者 と共に経営委員会 (Comite de difection, 

C0 ㎞ teeXecutif など ) を構成する． この両者の 

機能分担は日本における 代表取締役社長とその 

補佐としてしての 副社長に，あ るいはアメリカ 

の CEO-Chairman ( 会長兼最高経営責任者 ) と 

その補佐役としての COO (Chiefoperating 

O 田 cer, 最高業務執行責任者 ) に相当すると 言 

えよう．業務執行責任者が 選任されるまで 一時 

的に取締役会役員がその 職務を執行できる・ そ 

の場合の取締役は Ad 血 mistrateurdel 芭 Su ると称す 

る． これはわが国の 商法が規定する 業務担当取 

締役に相当するといえよう・ 業務執行責任者の 

定年は取締役会会長と 同じ 65 才で，株主であ る 

必要はなく，無制限に 他社の会長補佐職を 兼務 
できる． 

取締役会会長はフランス 国内に本社を 有する 

株式会社の二社までの 取締役会会長職を 兼務で 

きる．取締役会における 社内取締役の 人数は全 

数の三分の一に 制限されており ，かつ取締役会 

における業務担当取締役の 最高人数は 5 人に制 

限されている．この 規定により取締役会におけ 

る社外取締役の 割合は三分の 二に達する・ 取締 

役は株主であ ることが法的条件であ る・取締役 

には定年があ り，定款に定年の 規定がない場合 

は 70 歳を越える取締役の 人数は双取締役の 三分 

の一を上回ってはならない．取締役会の 構成員 

数は最低 3 名最高 24 名と規定され ，その任期は 

定款に定められるが ， 6 年を越えてはならな ず， 

再選可能であ る・取締役会は 諮問機関として 経 

営，予算，財務に 関する委員会を 設置しその構 
成員を決定することができる   ドイツにおける 
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と 同様に委員会の 設置は進みつつあ るがまだ ア 締役 制度を維持するために 利用されているぐら 

メリカの普及 度 には及ばない． いであ る㈲．これは 共同決定に対してはフラン 

スの労使共に 基本的に反対を 表明しているから 

2 ) 二層型取締役会 (Soci る t る an0nyme であ る． 

dua@iste) 

(1) 監査役会 (ConseildeSuweillmce) (2) 執行役金 (Directoire) 

フランス め 二層取締役会はドイツのそれと 同 既述のように 執行役会役員および 執行役会会 

様に，監査役会と 執行役金より 構成される・ フ 長は監査役会に よ り選任される． ドイッとは 異 

ランスの監査役会は ，ドイッの共同決定を 除け り ，監査役会は 執行役会役員を 解任する権 限を 

ば Aufsichtsrat に対応し，監査役会は 最低 3 名彙 有せず，これは 株主総会における 単純多数決に 

高 24 名より構成され ，会長と副会長を 選任し， よ る・執行役会は 会社の名においてあ らゆる場 

会長は会議を 招集しその議長を 務める． ドイツ 今 において経営業務を 遂行するための 最も広範 

と 同様に監査役会の 構成員は執行役会の 構成員 囲 む 権 限を有する．すなわち 日常的経営活動， 

を 兼務することはできない．また 逆に執行役金 その指揮および 会社の代表機能であ る．この 権 

の 構成員も監査役会の 構成員を兼務することは 能は単層型取締役会における 取締役会会長に 与 

できない．監査役会の 機能もドイツのそれと 同 えられたそれと 同一であ る．ただし二層型取締 

一であ る．すなわち 執行役会会長および 役員の 夜会においては 単一の最高経営責任者ではなく ， 

選任，執行役会の 決定承認，その 業務執行の適 複数の経営者がこれらの 機能を実施する 点で単 

法 ， 性と 妥当性についての 監査，株主総会への 報 膚理取締役会の 取締役会会長と 異なる．執行役 

皆 であ る．監査役会は 執行役会会長を 解任でき 会の構成人数は 最低 2 人，最高 7 人であ り， 資 

な い ，これは株主総会の 決議事項であ る． した 本金が 100 万フラン以下の 場合は一人の 役員で 

がって，監査役会会長の 権 限は単層型取締役会 よい．任期は 4 年であ る．また 3 カ月に一度 は 

における会長兼社長のそれよりは 弱い，監査役 監査役会に営業状況についての 報告を義務づけ 

会と 執行役会は年間 3 - 4 回会合することが 定 られている．執行役会役員は 二社以上の取締役 

められている． を 兼任することはできない． ( 図表 3 参照 ) 

1986 年 10 月 21 付け行政命令により ，二層型 取 

締 役会および単層型取締役会のいかんに 拘らず， 
5. ドイツとフランスの 二層型取締役会の 違い 

会社は臨時株主総会における 定款変更に よ り ， 両国の二層型取締役会の 本質的な違 いは 以下 

従業員代表を 取締役会に選出することができる． の五点であ る，。 ). ( 図表 4 参照 ) 

同じく臨時株主総会においてこの 制度を廃止す 第一はフランスの 二層取締役会には 法的強制 

ることもできる・ ドイッの制度を 取り入れて， 力 がなりことであ る． す な む ちその採用は 企業 

従業員取締役は 管理者と一般社員から 別個に選 の 任意であ る．単層制度から 二層制度に切り 替 

挙によ り選出される．これら 従業員取締役は 取 えた後も ， 再びもとの単層制度に 戻ることがで 

締 役会の他の構成員数の 三分の一を超えず ， 上 きる．事実このような 例は少なくない． 1988 

場 企業の場合は 5 人，非上場企業の 場合は 4 人 年 -1993 年間単層型取締役会から 二層型取締役 

を 超えることはできない・ 従業員取締役は 他の 会へ移行した 会社は 20 社あ り，逆に二層型取締 

取締役と同等の 地位，権 利，権 限および責任を 役 会から単層型取締役会へ 転換した会社は 8 社 

有する・実際にはこの 制度はほとんど 利用され であ った 26). 

ていず，たとえば 化学のサンゴバン 社のように 第二に，フランスの 監査役会は従業員代表の 

国有企業が民有化された 場合に既存の 従業員 取 参加による共同決定の 可能性を任意制の 形で残 
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図表 3  フランスの二層型取締役会一同族企業の 例 

プジョ一株式会社 
PeugeotSA 

監査役会 11 人 
C0nseildeSu Ⅳ eillance 

長
長
長
 

ふ
五
ム
ム
ふ
 

五
 

誉
副
 

名
 

Pierre‾eugeot 
Roland@Peugeot 
Bertrand@Peugeot 
Pierre@Banzet 
Charles@Earthier 
Jean  B0 Ⅲ 01 

Marc@Friedel 

Jean@Gandois 
Jean-Louis@Masurel 

Francois@Michelin 
Jean-Paul@Parayre 
Emest-Antoine@Seillere@de@Laborde 

執行役金 3 人 
D 丘 ecl0%e 

会長 Jean-M 荻 lin  F0lz 
FrederlcSaint-Geours  Peugeot  部門担当 
Claudeヾatinet Ciloroen  部門担当 

1999 年 6  月現在 
ftft@:@Rapport@annuel@1998 ， http://www ・ psa ・ fr/rapp_annu_98/pdf/09.pdf 

しているが， ドイツの共同決定法におけるよ う かしドイツのそれに 比肩するほどの 普及率に達 

な 従業員・労働組合代表の 選出を法的に 義務づ することは近 い 将来予測され 難 い， 

けられていない． したがって，フランスにおい 第三にドイツの 監査役会は執行役会役員を 解 

ては監査役会における 従業員代表の 経営参加は 任 できるが，フランスのそれは 監査役会会長の 

ドイツの 2000 人以上の大企業と 石炭・鉄鋼企業 提案により株主総会による 決議を必要とする・ 

における労資代表同数の 監査役会は存在しない・ したがってフランスの 執行役会役員の 地位は ド 

フランスの監査役会における 共同決定の普及の イツのそれよりも 保護されている．言い 換えれ 

可能性については 図表 5 に示すように ，フラン ば執行役会の 人事権 に関するかぎりドイツの 監 

ス経営者の態度は 56% が取締役会機能に 貢献あ 査 役会の権 限はフランスのそれよりも 強力であ 

るぃ は経営者への 対抗勢力として 必要とするの る ． 

に 対して 46% が取締役会の 自由な討議に 支障と 第四にドイッの 監査役会は計算書類を 承認す 

なると懸念している．しかしフランスの 経営者 ることができるが ，フランスのそれはできない・ 

の 世代交代は進みっ っ あ り，また長年資本主義 フランスにおいては 計算書類の承認は 株主総会 

体制の打倒を 申心的目的としてきたフランス 労 の 権 限であ る． 

働 総同盟 (CGT) および労働組合全般の 組織率 第五に既述のようにドイツの 監査役会は定款 

低下と影響力低下により ，経営者と従業員の 歩 ないし監査役会規定により ，執行役会による 特 

み 寄りはこれまでよりは 進むと考えられる・ し 定の重要業務の 決定に関して 監査役会の事前 承 
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図表 4  ドイツ・フランスの 二層型取締役会比較 

対象企業   株式会社 (AG)   株式会社 (SA) 

法的性格 強 片手Ⅰ 任意 
株主総会の三分の 二の賛成に 2 0 単層，二層 
いずれかに変更可能 

共同決定   強制，   任意 

計算書類の承認監査役会   株主総会 

監査役会 
人数 

人
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 №
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3  一 24 人 

    

構成 株主代表 半数   
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選任   

株主代表 株主総会 
従業員代表 直接選挙 

株主代表 株主総会 " 

従業員代表 直接選挙 " 
  

他社役員 
兼務制限 最高 10 社 最高 8 社 

機能 執行役会の業務執行監視 
執行役会役員の 選任・解任 
執行役会への 助言 

執行役会の業務執行監視 
執行役会役員の 選任・解任 

会議回数 最低年 4 回 """ 定款に規定 

役員の自社株 
所有義務 
定年制 

@
 り
 

あ
あ
 

*@ *@ *@ * 
し
し
 

な
な
 

執行役金 
機能 
役員の選任 権 
役員の解任 樵 
人数 
任期 
他社役員 
兼務制限 

業務執行 
監査役会 
株主総会 
2 - 5 人 

4 年 

業務執行 
監査役会 
監査役会 
2 人以上 """"" 

最高 5 年 

規定なし 
  

最高 2 社 

ネ 

1976 共同組合なども 年共同決定法により 対象． 従業員 2000 人以上であ れば株式会社のみならず 株式合資会社，有限会社， 
ホホ 共同決定が実施される 場合 
* * ホ KonTraG による株式法改正．従来は 年 2 回． 

木木木木叢 編菱雰竿 深窟㌃ 塁ぜ面 三宅ぽま 男監牡 定年の規定がなり 場合は 70 歳を越える取締役の 人数は全 
*,1 、 ， F,l,*  資本金 300 万マルク以上の 株式会社 

資料 : 引用文献冒頭に 示す   
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% 、 を 義務づけることができる   これに対して フ 

ランスの監査役会は 法律と定款により 制限的に 

列挙されている 事項以外について 事前承認権 を 

有しない． またフランスの 規定はドイッのそれ 

と同じように 定款で事前承認事項を 定めること 

ができるが，フランスの 法はこれが執行役会の 

- 般的決定能力の 喪失を来すことを 禁止してい 

る ㌘     したがって，フランスの 二層型取締役会 

においてはドイッのそれに 比較して，監査役会 

と 執行役会の役割分担はより 厳格に分離されて 
いると言える． 

6 。 フ フン 一 ス における一層理取締役百の "  一 肌 ム 普及状 " 

況 

1 ) 低い普及率とその 要因 

この二層取締役会制度はフランスにおいては 

期待されたほど 普及しなかった・ 二層型取締役 

会が施行された 直後の 1968-1970 年間において 

新設株式会社の 10-12% が二層型取締役会を 採 

用したが， 1972 年以降この数値は 6-8% を前 

後した． 1959 年において 13 万 7286 社の株式会社 

のうち二層型取締役会を 採用している 企業は 

1310 社， 0 ． 95% に過ぎなかった ". 今日におい 

ても株式会社の 中で二層型取締役会を 採用して 

いる企業は 1.62% に過ぎないとされる ， 9,. これ 

は 80 年代初頭における 推定普及率 5.3% よりも 

低く ( 全株式会社では 2 - 3%), 長期的には 

減少している．監査役会はドイツのそれに 比較 

し小規模で 40% の採用企業においては 3 人， 

33% の企業においては 4 一 6 人， 37% において 

6 人以上であ る・ j10,. しかし二層型取締役会は 大 

企業に適した 取締役会であ り，全株式会社の 大 

部分が中小同族企業であ ることを考えれば ，普 

及率は低く出るのは 当然と言える・ したがって， 

後述するように 大規模の株式会社においては 普 

及率は高い．フランスにおける 二層型取締役会 
の普及率の理解に 際しては企業規模を 考慮する 

ことが重要であ る． 

(1 Ⅰ任意性 - と 心理的要因 

二層取締役会がフランスで 発展をとげなかっ 

た第一の原因は ，その採用が 任意制であ ること 

にあ る． 第 . に 執行役会における 集団的意思決 

定に対するフランス 経営者の気質的不適合が 挙 

げられよう． 「権 力は分割できない」 (Le 

pouvoirnesep 卸 agepas.) はこれまでフランス 経 

営者の伝統的な 信条であ ったし，それはフラン 

ス社会全体の 中央集権 的体制の一側面であ る ",   

歴史家の ジョス によれば，このような 権 力者へ 

の 権 力集中はローマ 文明の伝統を 継承するすべ 

ての諸国に共通するという ". 第三にこの ょう 

なフスンス人の 集権 的傾向に適した 現行の単層 

型取締役会と 会長兼最高経営責任者 (President 

directeurgeneraI,PDG) が 1867 年 7 月 24 日 法 に 

より一世紀以上の 歴史を有する．これに 対し二 

層型取締役会の 理念についての 理解不足があ る・ 

第四に図表 5 に示すようにフランスの 過半数の 

経営者は，二層型取締役会が 単層型取締役会に 

比較して役割分担をより 明確に規すると 答えて 

いるにもかかわらず ，欠点として 執行役会によ 

る報告が形式的に 過ぎること，取締役会会長の 
称号の威信が 執行役会会長よりも 高いことを指 

摘している．特に 肩書きは大きな 障害であ ろう・ 

このような背景により 会長兼最高経営責任者に 

権 力を集中する 単層型取締役会がナチスの 塊偏 " 

政権 であ るヴィ シ 一政権 により制定されたとい 

ラフランス人にとっては 不名誉な過去をもつに 

もかかわらず 今日まで維持されてきた 大きな原 

因であ ろう． 

(2) 国家資本主義 
低 普及度の第二の 原因としてフランスの 国家 

資本主義体制が 指摘されている③・それに ょ れ 

ば，二層型取締役会が 制定された 1966 年頃 は フ 

ランス政府は 増大するアメリカ 巨大資本による 

ヨーロッパ進出に 対抗するため ，国家的大企業 

をコンピュータ ，航空機などの 戦略産業で育成 

すべく垂直統合を 中心とする強力な 産業政策を 

実施しつつあ った・政府は 目的達成のためこれ 

ら 企業へ資本参加を 行い最高経営責任者として 
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上級官僚を派遣した． これら経営者は 強い指導 

力を発揮するため ，二層型取締役会における 監 

査役会による 経営への監視を 嫌ったとする 見解 

であ る，さらにこれら 官僚出身の経営者は 当然 

ながら国家主義的であ り，産業，経済面での ョ 

一 ロッパ最大の 競争相手と見なしていたドイツ 

の制度を導入することに 感情的抵抗を 抱いたと 

される．産業政策とは 関係なく高級官僚の 民間 

大企業への天下りはフランスではほぼ 制度化さ 

れており，大部分の 大企業において 二層型取締 

役会が普及しなかったのは 当然と考えられる ， 4,. 

(3) 単層型取締役会との 機能的接近 

第三の最も重要と 思われる原因は 単層型取締 

役 会が二層型取締役会に 近い法的規定の 下にあ 

ることであ る．すなわち 単層型取締役会におけ 

る社内取締役の 人数は全数の 三分のⅠ最高 5 

人に制限されている ，これにより 取締役会の最 

低でも三分の 二が社外取締役により 構成される 

こととなり，この 状況は社内取締役がほぼ 独占 

的であ る日本とは大きく 異り ，アメリカの 取締 

役会構成に近い・この 規定により二層型取締役 

会における監査役会の 構成にかなり 近い社外 取 

締 役が確保されている．また 単層型取締役会を 

採用する企業においてはアメリ ヵ 程ではないが 

種々の取締役会委員会が 常設され い る．これが 

アメリ ヵ におけると同様にあ る程度の会長兼最 

高経営責任者への 監視の機能を 発揮しうる． し 

たがって，単層型取締役会によっても 少なくも 

法 形式的にはかなりの 程度に会長兼最高経営責 

任者に対する 拮抗勢力を形成できる．これが 二 

層型取締役会の 必要性を低める 最も大きな要因 

であ ると筆者は考える． 

2) 大企業において 高 い 普及率とその 要因 

既述のように 大企業に限れば 二層型取締役会 

の普及率はかなり 大きく，また 増加する傾向に 

あ る・ 1988-1993 年間において 単層型取締役会 

から，二層型取締役会へ 移行した企業は 20 社で 

あ り，逆に二層型取締役会から 単層型取締役会 

へ 変更した企業は 8 社に過ぎなかった 矧 ． また 

1990 年における上場企業 1104 社のうち二層型取 

締役会採用企業は 67 社であ り，普及率は 6% で 

あ る ". 標本をさらに 大規模な企業に 絞れば， 

1987 年最大 120 社についての 調査によれば 二層 

型 取締役会を採用する 企業は m3 社，すなわち 

11% となる⑰． より最近の 1996 年 KPMG に よ る 

調査によれば ，最大 120 社のうち 18% が二層型 

取締役会を採用していた⑧． また てり ニ報告に 

よれば最近年間において 大企業が二層型取締役 

会を採用する 傾向が観察されるとし ，フランス 

の最も重要な 株価指標を形成する 有力企業 40 社 

(CAC40) のうち 10 社すなわち 25% が二層型取 

締役会を採用している． とりわけこの 傾向は同 

族 企業の所有経営者が 専門的経営者へ 経営業務 

執行を委譲する 場合，および 上場企業において 

顕著であ るという ". これら企業はプジョー 

( 自動車 - 図表 5 参照 ), ピノー・プランタン・ 

ルドゥ ト ( 百貨店・流通 ), 力 ルフール ( 量販 

店 八 スエズ・リョネーズデ ゾ ( 給水伯 )   

AXA-UAP ( 保険 ), ACCOR 体 テル・チェー 

ン ), アルカテル・アルスト 一ム ( 電子機器 ) 

などであ る． 

その背景として 第一にフランス 大企業におけ 

るアメリカ・イギリスの 機関投資家の 持ち分の 

増加であ る・これら機関投資家は 二層型取締役 

会が最高経営責任者をより 有効に監視しうると 

考える・アメリカにおいて CalPERS ( ヵ リフォ 

ルニア 州 公務員退職年金基金 ) などの年金基金 

はしばしば株主活動の 一環として同一人物が 取 

締役会会長職と CEO 職を兼務することをやめる 

よう要求するが ，これは二層型取締役会により 

実現される． 

第二にフランスの COB ( 証券取引委員会 ) 

が証券取引の 透明性を向上させるために 上場企 

業に対する情報開示を 2 0 厳格にしたことがあ 

げられる・このため 上場企業にとっては 二層型 

取締役会に要する 四半期報告書などの 情報開示 

の負担が相対的に 低くなった 期 ． 

第三は新しい 型の経営者の 登場であ る．フラ 
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シ スの典型的な 大企業経営者はエコール・ポリ 

テクニ ク ないし ENA を卒業し，官僚を 経験し 

若くして民間企業天下った 経営者であ る．今日 

においてもこの 種の経営者が 支配的であ るが， 

これとは全く 異 る 経営者が増加しつつあ る． こ 

れら経営者は 既存の制度や 慣習に捕らわれず ， 

新しい制度を 積極的に取り 入れる進取の 気象に 

富む企業家であ る．百貨店・ 流通の ピ ノー・プ 

ランタン・ルドゥ ト の最高経営責任者 ピノ 一な 

どがあ る． 

3) 二層型取締役会採用の 具体的動機 
二層型取締役会を 導入した企業の 具体的な動 

機は以下に分類できる． 

第一は既述のマリニ 報告にあ る よう に，同族 

企業における 所有と経営の 分離であ る．同族の 

中に経営者として 適切な人物がいない 場合，同 

族外部から経営者を 迎え容れ，その 業務執行を 

同族が占める 監査役会が監視するために 二層型 

取締役会が採用される．実例として 1993 年非同 

族の経営者を 招 膀 した際に二層型取締役会を 導 

入した 力 ルフール，プジョー ( 図表 5 参照 )   

ACCOR, 地中海クラブがあ る ",. 

第二は業績不振の 責任をとり会長兼最高経営 

責任者として 辞任せざるを 得ない場合に ，「名 

誉あ る退任」 (uneporledesortiehonorable) を 
用意するために 監査役会が利用される・ 実例と 

してはパリバ ，アルカテル・アルスト 一ム ，ア 

ンドスエズ銀行，があ げられる・ 

第三に最高経営責任者の 新旧交代に際して 旧 

経営者が監査役会会長となり 新経営者に助言等 

を通じてこれを 補佐するために 二層型取締役会 

が 導入される．今日の 実例としてはロベルテ ， 

ボングラン ( 食品 ), アンドレ ( 靴 連鎖店 ), 力 

、 ジ /  ( 流通 ), 地中海クラブなど 同族企業が多 

い   

第四に企業合併に 際していずれかの 会長兼最 

高 経営責任者が 監査役会会長へ 就任することに 

より双方の面子を 保っために利用される   

AXA-UAP, スエズ・リョネーズデ ゾ がその実 

側 であ る ". 

第五に外国多国籍企業のフランス 法人および 

ドイツ企業のフランス 法人が二層型取締役会を 

採用することが 多 い ．フランス IBM, などがそ 

の例であ る． 

7, 二層型取締役会一企業統治の 視点からの評 

価と改善方向 

1 )  ドイツ 

(1) 企業統治の有効， 性 

ドイツの二層型取締役会は 監視主体の独立，性 

の視点からは 既述のように 理論的には最も 適切 

であ ると考えられる． しかし実態においては 監 

査役会が法に 規定する機能をかならずしも 発揮 

していないとする 指摘はこの制度が 強制法とし 

て施行された 1870 年以来一世紀以上にわたり 繰 

り返されてきた 朋 ． 1870 年創立されたドイッ 銀 

行の共同設立者バンベルガ 一に よ れば，「執行 

後会が有能ならば 監査役会は無用，無能ならば 

無力」であ る ". 1905 年において経営学者シュ 

マーレンバッハは 監査役会役員が 立法者の意図 

通りに選任されているか ，なる間には「答える 

必要がない． どんな子供でも 実態はまったく 異 

ることを知っている」と 書いた。 ". より最近にお 

いては 1962 年出版された 著書の中で経営学者バ 

ーテンベルバは 監査役会と執行役会の 機能倒置 

が生じており ，監査役会が 執行役会による 意は 、 

貫徹手段と化しているという 批判した 佃 ・ 

このことはゲール ム による 62 社のドイッ大企 

業に関する最近の 調査により，実証されている・ 

この調査対象企業のうち ，株式が広く 分散し有 
力株主のいない 企業の 64% においては，監査役 

会と 執行役会の役割が 逆になっており ，本来監 

査役会により 監視されるべき 立場にあ る執行役 

会が逆に監査役会に 対してより大きな 影響力を 

行使している．したがってゲール ム は大企業に 

おける両機関の 関係は法的理念から 見れば「 病 

的 特徴」を呈するに 至ったと結論付けている ". 

またアルバッハ 教授によるドイツの 株価指数 

DAX30 を形成する代表的企業 30 社の監査役会 
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図表 5  二層型取締役会に 対するフランス 経営者の態度 

1. 二層型取締役会は 単層型取締役会に 比較して役割分担が よ り 明 
確に規定されていると 思いますか ? 

そう 思、 ぅ 65 

そ う 思わない 28 

無 回答 @ 

100 

2. 二層型取締役会がなぜフランスでは 成功しなかった とは 、 います 

か ? ( 複数回答 ) 

執行役会に よ る報告が形式的過ぎる 42 

監査役会に 26 監視が厳格すぎる 10 

費用がかかりすぎる 24 

取締役会会長の 称号の威信が 執行役会会長よりも 高 い 31 

3. 取締役会における 事業所委員会代表の 参加をどう思いますか ? 

取締役会への 情報提供に有用な 貢献 31 

拮抗勢力として 必要 23 

自由な討議の 障害 ユ 。 
100 

資料 .Caussain,Jean-JaquesetBertrand  Rich 荻 d.Lescondltlonsjunidiquesd.une 

approche  franCaise, どお xpansto ん ManaSe 抑 ent 庇 view,juin  l995,pp.62-67 より抜粋・ 

原資料は VuchotWard  Howell が 1994 年 5  月 -  9  月に 2500 人の経営者に 行った調 

査結果． 

会長と副会長 ( 副会長は多くの 場合従業員代表 ) 監査役会役員と 執行役会役員の 経済的，心情的 

に 対する郵送調査の 結果 ( 半数の 16 社から回答 ) 相互依存関係に 起因する社外監査役会役員の 独 

にとれば，回答企業の 11% は監査役会が 必要と 土性希薄，監査役会と 執行役会との 間の情報 非 

される経営判断能力を 有すると答えたが ，その 対称性，監査役会役員の 他社役員兼任，共同決 

能力はないと 回答した企業は 37% に達した． 宅 によ る労働側役員に 26 党派的行動および 秘 

80% に近 い 回答企業は監査役会の 株主 側 代表 役 字 義務に対する 資本側役員に 26 懐疑，の 諸項 

員の独立性に 疑 いがあ るとし従業員側代表使 目を挙げるにとどめる。 。 '. 

員の独立性に 84% が疑問を示した．監査役会の 

会議にかけられる 時間は年平均 16 時間であ り   (2) アメリカの単層型取締役会との 比較 

一回あ たり 3.5 から 4.5 時間に過ぎないとさ ドイツの監査役会とアメリカの 単層取締役会 

れた。 ". との間には， ドイッの共同決定を 別にすれば， 

ドイツの二層型取締役会の 企業統治の性有効 本質的な相違がなりという 意見がドイツの 一部 

， 性の原因に関しては 筆者の他の論文で 既に報告 の 学者に 2 0 指摘されている。 。 '. その第一の 論 

してあ るので，ここでは 相互依存的企業間関係， 拠は，監査役会の 助言機能と執行役会の 意思 決 
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定 機能との分離は 実務的には困難だとする 点に 

あ る・すなわち 助言を通じて 監査役会が執行役 

会による経営の 意思決定過程に 事実上統合され 

ていると主張する・ 第二の根拠は 既述の監査役 

会 による事前承認 権 であ る．すなわち 監査役会 

が事前承認事項に 関する承認または 不承認を通 

じて執行役会の 本来の経営意思決定機能を 取り 

込んで い る．これにょり 監査役会は最終的意思 

決定機関に変質し ，その決定と 結果について 責 

任を負うことになるとする．第三の 根拠は監査 

役会会議に社内取締役であ る執行役会の 全役員 

が 出席することであ る．当事者の 面前でそれら 

の業績，方針などを 批判することは 困難と思わ 

れるからであ る・第四の根拠に ょ れば，監査役 

会に よ る執行役会役員の 選任そのものが 短期 

的 ・長期的経営方針の 事実上の決定であ る． 

これら学者，経営者によれば ，アメリ ヵ の取 

締役会においてはたしかに 監視の主体と 対象が 

同一であ り，そのために 利害衝突が生じ ，監視 

主体の独立性，中立性，客観性は 期待できない． 

しかしこの欠点を 補正するために ，アメリカで 

は取締役会内の 各種委員会が 発達しており ，こ 

れらがドイツの 監査役会に課せられた 監視の役 

割を果たしていると 指摘する． とりわけ監査委 

員会 (AuditCom ㎞ ttee) の設置はニューヨーク 

証券取引所上場企業については 上場基準となっ 

ている． この委員会は 全員が社外取締役より 

構成され，その 会議は監視の 対象となる CEO が 

出席しないで 開催される． したがって，監査委 

員会はアメリカの 単層型取締役会が 監視と経営 

に 分離する一つの 進化的過程であ るとする考え 

方であ る． 

次の問題は，いずれの 方式が有効な 監視機能 

を発揮しているかであ る． ドイツにおいては ， 

ァメリヵ の監査委員会を 中心とする各種取締役 

会委員会がドイツの 監査役会よりも 有効に機能 

しているとする 評価が支配的であ る， これがド 

イツの企業統治の 改善対策として ，監査委員会 

の 導入が強く叫ばれている 背景をなしている   

この評価は後述する 26 に，監査役会に よ る 監 

視の実態は極めて 不十分であ る，という認識に 

基づいている・たとえばブライヒャーらは 二層 

型取締役会を 虚構とさえ形容 し ，監査役会の 改 

革がドイッの 株式会社の最高経営組織の 最重要 

な課題であ ると強調する ". しかしドイツの 法 

学者はもとより 経営者の多くはアメリカおよび 

イギリスの取締役会が 完全とは考えていない   

その根拠はアメリカ ，イギリスの 取締役会にお 

ける社外取締役の 独立性に対する 疑問，さらに 

大企業における 巨額赤字，不正行動などの 発生 

であ る・ したがってドイッの - 層 型 取締役会の 

欠陥をアメリカ 式の監査委員会の 導入などの措 

置により是正する 動きは強まるにせよ ，これを 

根本的に改革する 必要があ るとする考えは 極め 
て 少ない ". 

(3) 改善の方向 

ドイツ連邦議会は 1998 年「企業領域における 

監視と透明性のための 法 」 ( 略称 KonTraG, 

Gesetz zu Ⅰ Kont 丘 olle und T て anspaIenz 五 m 

Unternehmensbereich) 可決により，二層型取締 

夜会の欠陥是正を 決議した．これに 2 0 株式法 

は以下の主要な 点で同年 5 月 1 日付けで改正さ 

れることになった。 3,     

① 一株一票の原則推進 

a. 複数議決権 の禁止．既存の 複数議決権 は 

2003 年 6 月 1 日に失効する．ただし 株主総会に 

おいて 4 分の 3 の賛成により 存続可能．その 決 

議には複数議決権 所有者はこれを 行使できない． 

また複数議決権 の廃止はこの 期日以前にも 株主 

総会の過半数の 賛成で可能． 

b. 上場企業に対する 議決権 行使限度の禁止・ 

1998 年 5 月 1 日前に定款で 定められている 上場 

企業における 議決権 行使限度は 2000 年 6 月 1 日 

にまで適用される． 

② 監査役会の機能強化 

a. 他社の社外取締役兼務数の 制限強化・ 監 

査 役会会長職兼務を 二社兼務換算 
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b. 上場企業の監査役会会議回数を 四半期一 

回，年四回へ ( 従来年二回 ) 

c. 委員会設置勧奨 

d. 監査報告書は 監査役会会長へ 提出 ( 従来 

は 執行役会会長へ 提出 ) 

③ 株主総会に対する 監査役会の報告義務強化 

a. 業務執行の監査方法に 関する報告 

b. 委員会新設に 関する報告 

c. 監査役会会議回数の 報告 

d. 上場企業による 大資本会社の 決議 権 5% 

以上の資本参加を 付属明細書に 記載 

e. 銀行はそれが 5% 以上の持ち分を 保有す 

る会社の株主総会において 寄託議決権 を行使す 

ることができない． 

f. 持ち合いが関係知られている 企業はその 

議決権 を監査役会役員の 選任投票に行使できな 

い．上場企業の 株主総会において ，株主が個々 

の議題について 明示の指図を 与えた場合にのみ ， 

議決権 を行使することができる．このことは 銀 

行 が自己の議決権 を行使しない 場合には適用さ 

れない， 

9. 銀行はおよび 会社は議決権 行使の代替手 

段 ( 委任状代理行使機関，株主団体など ) を株 
主へ報知する． 

h. 銀行はその監査役会役員，執行役会役員， 

従業員が兼務するすべての 他社の監査役会役員 

職，執行役会役員職と ， 5% を越える議決権 を 

保有するすべての 会社名を営業報告書の 付帯 情 

報 に明記する． 

④ 決算監査人と 監査役会との 関係緊密化 

a. 監査役会のみに よ る決算監査人の 選任 

( 従来は株主総会が 選任 ) 

b. 決算報告書と 監査報告書は 各監査役会役 

員へ直接に提出 

c. 経過 m0 年間に 6 回以上同一企業の 監査報 

告に署名した 決算監査人は 同一監査法人の 他の 

決算監査人と 交代 

d. 決算監査人の 監査役会決算会議または 監 

査 委員会への出席義務 

⑤ 決算監査人の 独立性と罰則強化 

a. 上場企業については 監査報告書にリスク 

管理体制の適切性についての 決算監査人による 

監査意見を記載 

b. 決算監査人が 企業から経過 5 年間にその 

総収入の 30% を以上を得た 場合，その会計監査 

人は同企業の 監査を実施しえな い ． ( 従来 50%) 

c. 決算監査人の 賠償義務は上場企業の 監査 

については 800 万 DM, 非上場企業の 監査につ 

いては 200 万 DM に引き上げ． ( 従来 50 万 DM) 

d. 上場企業に対するセグメント 会計情報と 

資金運用表の 開示義務化 

⑥ リスク管理の 強化 

a. 執行役会による 会社の存続に 関わる事態 

の早期警報体制の 整備 

b. 執行役会による 状況報告書に 将来生じ ぅ 

る リスクの明示 

c. 執行役会による 監査役会への 経営計画に 

関する基本的問題の 定期的報告 

しかしこれらの 改正点によっても 二層型取締 

役会に関して 従来から指摘されていた 欠陥は部 

分的修正にとどまると 考えられる㈲． 

2) フランス 

(1) 企業統治の有効性 
フランスにおいても 監査役会と執行役会との 

間の独立性は「幻想」に 過ぎないとし 執行役 

会がしばしば「ミニ 取締役会」と 化し執行役 

全会長が監査役会に 対して，単層型取締役会に 

おける取締役会会長が 取締役会に対すると 同じ 

ように優越した 立場で行動することが 多いとさ 

れる 鯛 ・これはまさにドイツにおいて 既に観察 

した監査役会と 執行役会の機能倒置にほかなら 

ない・後述するように 二層型取締役会に 対する 

経営者の評価は 否定的であ る．またより 中立的 

な視点から書かれた てり ニ報告においても 二層 



74  (74 Ⅰ 横浜経営研究 第 21 巻 第 1  .  2 号 (2000) 

型 取締役会は重視されていない． 

(2) 単層型取締役会との 比較 

フランスにおいては 単層型取締役会が 支配的 

であ るため，企業統治の 有効性に関する 論議は 

単層型取締役会の 機能改善に集中している．そ 

の焦点は単層型取締役会における 会長兼最高経 

営 責任者の改革であ る． 現 ジョスパン内閣は 

2000 年 3 月閣僚会議において「今日の 資本主義 

に対応するために」会社法の 改正を含む証券， 

金融， M&A, 競争などの諸分野を 網羅する 法 

改正を決議した。 。 ， ， この法案の一つの 目的が 

単層型取締役会における 会長と最高経営責任者 

を別個の人物に 分離することにあ る．それに ょ 

れば，上場企業が 従来同様に会長兼最高経営責 

任者を維持しょうとする 場合は株主総会の 決議 

を 必要とする．アメリカ・イギリスの 機関投資 

家はもちろんフランスの 株主も会長兼最高経営 

責任者の存在には 批判的であ るといわれるので ， 

この伝統は崩壊すると 観測されている． 

この法改正が 二層型取締役会に 与える影響は 

少なくないと 思われる．なぜなら 取締役会会長 

と最高経営責任者の 分離により，単層型取締役 

会と二層型取締役会がより 接近するからであ る． 

この改正は既にマリニ 報告により勧告されてい 

たものであ る．同報告は ， 日常業務を執行し ， 

会社を代表するする 唯一の最高経営責任者とし 

ての Directeurgeneral と ，これを監視する 取締 

役会会長 PresidentduConseil d 。 ad ㎞ nistration に 

分離することを 法的に強制するのではなく ， 容 

諾 することを勧告していた． また必要により 取 

締役会は最高経営責任者を 補佐する者を 

Directeurgeneraladjoint として任命することがで 

きる ", これはまさに 二層型取締役会の 基本的 

目的であ り，法改正の 実施に よ り二層型取締役 

会の存在理由はさらに 減少すると思われる・ 

(3) 二層型取締役会に 対する経営者の 態度 

マリニ報告において ， ドイツにおけると 同様 

に監査役会に 執行役会役員を 解任する権 利を与 

えるよ う法改正への 提案が会社法改革作業委員 

会共同議長の 一人からなされた．しかしこの 提 

案は立法者が 意図した，二層型取締役会におけ 

る監視機構と 業務執行機構との 間の均衡を危う 

くするとの根拠に 2 0 しり ぞ けられた。 8,. これ 

を 別にすれば，マ リ ニ報告において 二層型取締 

役会の企業統治の 有効性向上に 関して論議され 

ることはほとんど 無い． 

大企業経営者は 一般的に二層型取締役会を 評 
丹土 価しない・フランスの 代表的企業の 最高経営責 

任者 15 人による作業委員会の 報告書として「上 

場企業の取締役会」 (LeConseild,Ad 血 nistration 

des SocietesCotees) が 1995 年 7 月発表された． 

これは議長のソシエ テ ，ジェネラル 銀行 ( 当時 ) 

の ヴィエ /  頭取の名前をとり「ヴィエ /  報告」 

(Rapp0rtWenot)  として知られる "  .  この続編 

が 1999 年 7  月 「企業統治委員会の 報告」 

(@Rapport@ du@ Comite@ sur@ le@ G0uvernement 

d.entreprise) として発表された・ 前者は第一次 

ヴィ ェ / 報告，後者は 第二次ヴィ ェ / 報告と略 

称される．いずれの 報告もフランスの 企業統治 

のあ りかたについて 現役大企業経営者による 公 

式見解であ り，フランスにおける 企業統治に関 

する基本的資料となっている． 

第一次ヴィエ / 報告は冒頭において 株主総会 

と取締役会には 法による改善ないし 提案を必要 

とするほどの 問題が存在しないと 明言し，二層 

型取締役会を 否定的に評価し ，単層型取締役会 

を 擁護する．すなわちこの 二層型取締役会がフ 

ランスで普及していない 原因は，その 監査役会 

と執行役会と 間の権 限配分が法により 硬直的に 

規定されているためであ るとする． さらに同報 

告は ，フランスにおいて 大部分の上場企業が 単 

層型取締役会を 採用している 事実に よ り，二層 

型取締役会におけるようなあ まりにも厳格な 機 

能分担は必要でもないし 多くの場合円滑な 業 

務執行または 経営監視の必要条件ではない ， と 

主張する． 

同報告に ょ れば，フランスの 単層型取締役会 

に関してはしばしば こ つ め 批判がなされる・ 第 
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一は 取締役会会長と 取締役会との 役割分担が不 仕者を兼務するという 非難と， 両 職を二人の人 

明確であ ること，第二は 同一人物が取締役会会 切 に分離すべきという 提案に対しては 以下の如 

長 と最高経営責任者を 兼務すること ，であ る・ @ 反論する : 

第一の批判に 対しては同報告以下の 如く反駁 す a. このような指摘は 企業経営に無縁の 外部 

る 観察者によるものであ る・フランスにおいて 戦 

前においては 両 職は分離されていたのであ り， 

a. フランスの法は 取締役会全体が ，すなわ その機能不全を 是正するために 統合されたので 

ち取締役会とその 会長が「会社の 名において 付 あ る． ( 冒頭 1 参照 ) フランスの二層型取締役 

勒 するすべての 状況において 行動する最も 広範 会の生成の最後を 参照 ). 
囲の権 能を有する」ことを 規定している。 。 ). 批 b. 両機能の分離は 大部分の取締役会役員が 

判者は同一の 権 能を有する取締役会とその 会長 社内取締役に よ り占められる 場合は意味があ る 

が 競争関係あ ることを問題視するが ，それに ょ が ，フランスの 取締役会はそうではない・フラ 

り 生じ得る不都合な 問題を明確にせず ，また 実 シ スにおいては 取締役会における 社内取締役の 

際にもそのような 問題は生じていない・ 数は法的に厳格に 制限されており ，社内取締役 

b. 同じような取締役会構造を 有する外国の であ る業務執行責任者 (Directeur                      が 取 

場合と同様に ，フランスの 取締役会も業務執行 締 役会の役員として 許容される最大限度に 達す 

に関する多様な 意思決定のみを 任務として行い ， ることは実際には 稀であ る・ ( 図表 1 の使用人 

その実施は取締役会が 任命した経営者に 任され， 兼 取締役数の制限とその 注 1 を参照 ). 
取締役会はこれを 監視する． c. 業務執行と業務監視は 分離できない． こ 

c. このフランスの 法的規定は混乱を 来す ど れら機能を総合的に 発揮することは 取締役会の 

ころか，明らかな 利点を有している．すなわち ， 構成と運営に 任せるべきであ る・ 

各企業はそのおかれた 状況，企業の 性格および 

要言 責 にもっとも適した 形で，取締役会と 会長と 第二次ヴィエ / 報告においても 二層型取締役 

の間の役割分担を 決定できる．取締役会が 業務 会 に対する否定的態度は 不変であ り， これをあ 

執行に不必要に 干渉することを 防止したければ ， る 程度の「硬直性と 回りくどさ」から 免れない 

取締役会の権 限を縮小すれば よいし， 逆に取締 と 一蹴 し ， これ以上には 言及することはな い ・ 

夜会が業務執行に 関与する程度を 大きくしたけ これに対して 単層型取締役会を 国際的に通用す 

れば，その分野を 拡大すれば よい ．いずれの場 る 方式として評価し ，現行の取締役会会長と 最 

合も取締役会規則により 必要とする程度に 詳し 高 経営責任者との 機能統合を企業の 任意により 

く 成文化することができる． 分離できることを 法的に定めることを 提唱して 

d. このようにして 取締役会は業務執行担当 い る 61,. その提案に ょ れば， 

者に取って代わることなく ，必要に応じて 直接 ① 取締役会会長と 最高経営責任者の 兼務 

的に重要な会社の 意思決定に参画できる． a. 当該 法 が公布された 場合，その後の 18 ケ 

e. 取締役会会長が 企業の戦略を 策定し ，こ 月 以内に上場企業は 臨時株主総会を 招集し 両 

れを取締役会へ 提案し，取締役会は 正式の会議 者の機能統合もしくは 機能分離のいずれかを 選 

において，あ るいは専門委員会において 真に戦 択 できる 26 に定款を変更する． 

略 的な実行計画を 検討し，決定することを 提案 b. 株主総会後に 取締役会はいずれかの 方式 

する． を 選択するかを 決定する．選択された 方式如何 

にかかわらず 後日他方の方式への 変更も可能に 

第二の同一人物が 取締役会会長と 最高経営責 する． 
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c. 取締役会は選択された 方式を営業報告書 

において報告する・ 機能分離が選択された 場合， 

最高経営責任者 (Directeurgeneral) がすべての 
状況において 会社の名前において 行動する最も 

広範囲の権 限を有する．取締役会会長の 職務と 

最高経営責任者と 取締役会に対するその 権 限は 

取締役会内規に 規定する．内規は 他に取締役会 

の開催回数，議題，株主総会における 議長，取 

締役会会議間の 取締役会会長の 職務に関して 定 

める． 

d. いずれの方式が 選択、 されても，取締役会 

と会長兼最高経営責任者 ( 両職 統合の場合 ) ま 

たは取締役会と 最高経営責任者 ( 両 職分離の場 

合 ) との権 限分担を明確に 内規に規定する． 

これ以外の提案は 単層型取締役会の 改善に関 

するもので以下に 要約される : 

② 経営者報酬の 開示 

a. 上場企業は営業報告書に 株主への情報と 

して経営者報酬に 関する項目を 設ける，その 第 

一部は経営者報酬の 決定方針に関する 事項で， 

固定報酬 分 と業績比例分の 割合，賞与配分など 

を 定める・経営者報酬には 内国，外国を 問わず 

連結決算の対象企業すべてから 直接，間接的に 

支払われた報酬を 含む．第二部は 経過会計年度 

に支払われた 経営者報酬の 総額，対双年比較， 

固定部分，比例部分を 示す．第三部は 取締役会 

出席手当に関する 規定で，株主総会にょり 承認 

された最高額，経過会計年度に 取締役会役員に 

支払われた総額，職位別手当 ( 会長兼最高経営 

責任者，取締役，固定部分，比例部分，委員会 

出席手当 ) を明示する． 

b. 取締役会役員が 自社株を取得することを 

促進する． また法改正に 2 0 ，取締役会が 取締 

役会出席手当のすべてまたは 一部を支払い 当日 

の時価で評価される 自社株に よ り支払うことを 

可能にする． 

苦報酬の個人別開示に 関しては報告書は 反対す 

る・その根拠として ，以下を挙げる : 第一にフ 

ランスにおいては 従業員 200 人以上の企業につ 

いては会計監査人の 証明により報酬額上位 10 人 

までの報酬合計額の 開示が義務づけられている ， 

第二に証券取引委員会が 要求する参考資料また 

は目論見書には 経営者全員の 会社からの報酬に 

子会社から支払われた 報酬を合計した 総額を示 

す義務があ る，第三に個別の 経営者報酬の 開示 

が 実施されている 国はヨーロッパではイギリス 

とスエーデンのみあ るであ る，第四に経営者個 

人の報酬は私的生活に 関わるものであ り，経営 

者のみが個別報酬の 開示義務を負うのは 公平で 

ない，第五に 機関投資家とりわけ 年金基金は経 

営 者報酬総額が 会社の業績に 対応しているかを 

問題にしており ，個別経営者の 報酬額には興味 

を示さない． 

③ 取締役 

a. 任期 - 現行の 6 年を 4 年に短縮して 株主 

に よ る取締役候補提案の 機会を多くしっ っ ，適 

度の取締役会業務の 継続性を維持する． 

b. 選任期間 - 一度にすべての 取締役が任期 

満了により交替することを 防止するため ，たと 

えばほぼ同一役員数 よ り構成される い く っ かの 

選任期間グループに 分割し，一定期間毎に 一定 

数の取締役が 交替する・ ( アメリ ヵ の staggerd 

bo 打 d と同じ制度 ). 

c. 営業報告書に 各取締役の就任，退任期日， 

年齢，担当職務，内国・ 外国他社の取締役会に 

おける社外取締役職，該当する 場合は所属取締 

役会委員会を 明記する． 

d. 取締役の選任，再任に 際しては，営業報 

告書および株主総会通知書に 候補者の略歴，お 

よび全取締役が 保有する自社株数を 明記する， 

e. 業務執行を担当する 取締役が自社子会社 

以外の他社内国，外国企業の 取締役会役員を 兼 

務 する場合はその 最高限度を 5 社とする． 

予期されたことではあ るが，上場企業の 経営 
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④ 取締役の独立性強化と 取締役委員会 

a. 独立取締役は 取締役会，監査委員会，人 

事委員会において 最低三分の一を 占めるものと 

する．独立取締役とはその 判断の自由を 損なう 

おそれのあ る，いかなる 性格の関係をも 会社と 

有しないことにより 経営者から独立している 取 

締役と定義する．すなわち 独立取締役は 会社の 

業務執行に従事せず ，会社と り かなる利害関係 

をも有してはならない． 

b. 報酬・ストックオプション 委員会におい 

ては独立取締役は 過半数とする． 

c. 独立取締役の 氏名は営業報告書に 記載． 

d. 取締役会およびその 委員会の会合回数， 

取締役の出席回数を 営業報告書に 明記する． 

e. 取締役は取締役会会長に 事前に連絡した 

後に最高経営責任者以覚の 主要経営者に 接触し 

あ るいは外部の 専門家に会社の 費用で調査を 依 

頼することができる． 

f. 会計監査人が 監査と法務，税務，経営な 

どに関するコンサルティンバを 実施する法人に 

属する場合，コンサルティンバの 規模およびそ 

の報酬が会計監査人の 独立性を損なってはなら 

ない．監査委員会はこれを 確実にし，毎年取締 

役 会へ報告する．監査委員会は 会社が監査法人 
に支払った監査，支援，コンサルティンバに 対 

する報酬総額が 同監査法人の 総収入に対して 過 

度の割合に達しないことを 確認し，これを 取締 

役会へ報告する． 

9. 連結財務諸表の 作成基準の決定 ( フラン 

ス会計基準， lAS, アメリカ GAAP) にあ たって 

は監査委員会が 財務担当経営者および 会計監査 

人に技術的検討を 依頼し報告書を 作成させる． 
監査委員会は 独自の判断に 基づき結論を 取締役 

会に報告し審議させる． 

h. 人事委員会はその 主要職務の 一 っとして 

取締役会会長および 最高経営責任者の 後継者計 

画を策定する・ 取締役会会長がその 一員となる 

ことは当然であ るが，その意見が 尊重されねば 

ならない場合は 適切ではない． 

⑤ 財務情報 

a. 会社が連結財務諸表を 作成している 場合， 

見積ないし概算連結財務諸表は 会計年度終了後 

一 ケ月 以内に，確定連結財務諸表は 三 ケ月 以内 

に 公表する． 

b. 単独財務諸表は 会計年度終了後二 ケ月 以 

内に公表する． 

⑥ 株式公開買付け 時の増資 

a. 1989 年の法により 会社が株式公開買付け 

の標的となった 場合，増資を 実施することは 原 

則として禁止されている． しかし臨時株主総会 

で認められば 一年の期間に 限り，取締役会が 株 

威公開買付けの 対象となった 場合に第三者割当 

ではなく公募増資を 行うことが認められている． 

多くの企業がこの 例外規定を利用するようにな 

ったが，これは 株主からは ポイ ズン・ピルとし 

て良い目で見られていない．会社はこのように 

敵対的企業買収を 阻止する効果をもっ 増資は行 

わない． 

の 実施状況の報告 

a. 上場企業は 1995 年の報告書および 本報告 

書の勧告の実施状況を 営業報告書に 明示し，実 

施されなかった 勧告についてはその 理由を明記 

する． 

(4) 改善の方向 - 単層型取締役会の 改正法案 

2000 年 3 月 15 日の閣僚理事会においてフラ 

ンス政府は経済大臣から 提出された 99 条よりな 

る企業統治， M&A, 競争その他の 経済的規制 

に関する改正法案を 決議した．この 改正案には 

二層型取締役会に 関するものが 含まれていない． 

企業統治の視点から 法 形式的には監視と 経営業 

務が分離されているからであ ろう．これらには 

今後国民議会で 検討されるが ，その内容は 経営 

者の既述の見解とは 大きく対立する．経営者の 

中にはクレディ・リョ ネ 銀行のぺ シ ルヴァド頭 

取のようににれら 企業統治に関する 改正法案 

はすべて適切であ る・ とりわけ取締役会会長兼 
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最高経営責任者の 兼務制限と経営者の 報酬公開 

は歓迎する」と 全幅の賛意を 表明する経営者に 

対して，多数派の 経営者は不満であ ることは想 

像 に難くない．フランス 経営者にとって 最高経 

営 責任者の権 力が法的に二分されることは「 強 

制 約 双頭 制 」 (bicephalismeobl 王 lgatoire) であ り， 

集権 を最善と信じるフランス 経営者にとって 大 

きな衝撃であ る． またフランス 人一般にとって 

金銭は最後のタブーとされるが ，報酬の公表 義 

務は経営者が 最も抵抗を示す 条項であ ろう． し 

かし今年の 1 月わが国の経団連に 相当するフラ 

ンスの経営者団体 Medef の会長であ る セィ リエ 

ール氏が自ら 自己の経営者報酬を 公表すると発 

表したことからも ， この面での透明性の 向上は 

時代の流れとしてもはや 不可逆的と は 、 われる． 

政府改正法案の 骨子を以下に 要約する "     

① 取締役会の機能・ 透明性強化 

a. 単層型取締役会における 取締役会会長職 

と 最高経営責任者職の 兼務は株主総会の 決議を 

必要とする． 

b. 取締役会会長および 最高経営責任者は 自 

社子会社をのぞき 取締役職兼務数を 最高 4 社， 

平 取締役は自社子会社をのぞき 最高 8 社に制限 

する． 

c. 最高経営責任者および 経営者の報酬の 個 

別公表義務化． 
d. 金融・投資会社委員会 (Cecei) は既に銀 

行 経営者の「誠実性」と「経験」を 評価する権 

限を有するが ，新たに「能力」を 評価要素とし 

て追加する． 

② M&A の規制強化 

a. M&A において買収を 仕掛ける企業は 標 

的企業の企業協議会 (Comited 。 entrep 「 iSe, ドイッ 

の事業所協議会に 相当するが従業員に 共同決定 

権 はな い ) において買収の 目的と計画を 説明す 

る．これがなり 場合は買収企業は 取得した株式 

に関する議決権 を行使できない． 

b. 敵対的企業買収において 当事者企業に よ 

る攻防の長期化を 阻止するために ，規制機関と 

しての金融市場評議会 (CMF) が規則を定め 

る．敵対的企業買収において 当事者企業に よ る 

新聞などに よ る広報・宣伝の 行過ぎを防止する 

ため，証券取引委員会 (COB) がその応酬の 内 

容が過激となり 株主の誤解を 生むおそれがあ る 

と判断した場合，当該企業に 適切な措置を 要請 

する．これに 応じない企業に 対しては制裁措置 

を 課す． 

c. 株式公開買付け 申し込みないし 株式公開 

交換申込みを 実施する企業は 少なくも二日以前 

に経済 省 に報告する． 

③ 株主総会の合理化 

a. インターネットによる 株主総会での 議決 

権 行使を認める． 

結 論 

最高経営責任者と ，これを監督すべき 取締役 

会または監査役会との 間の権 限と責任の最適配 

分はいかなる 国の大企業が 直面する普遍的かっ 

根本的問題であ る．業務執行責任者の 権 限が過 

大となれば，取締役会ないし 監査役会による 監 

督 が不十分となり ，前者は会社の 存続と繁栄を 

危機に陥れるような 経済的に妥当性のな い 経営 

行動や自己利益極大化を 図るため違法ないし 非 

倫理的行動に 走るおそれが 生じ，また実際にも 

生じている．逆に 最高経営責任者への 監視や介 

入が過多となれば ，最高経営責任者の 企業家精 

神，すなわち 経営革新意欲とこれと 不可分のリ 

スクを冒す意欲が 委縮し，これまた 会社の発展 

を阻害する． 

二層型取締役会はこの 業務執行とその 監督の 

関係最適化のために 実現された一つの 方式であ 

る． しかし企業統治の 有効性の視点から 考察す 

れば両国における 二層型取締役会は 立法者が意 

図した効果を 部分的にしか 実現していない・ そ 

の証左は両国における 最近年間における 大企業 
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の経営破綻および 最高経営責任者による 違法行 

動であ る。 ". その最大の要因は 第一には監査役 

会 における社外取締役の 疑似内部者的性格と 第 

二には社外取締役と 業務執行責任者との 情報非 

対称性に帰せられる．社外取締役の 疑似内部者 

的性格はドイツ ，フランスにおいて 一般的な持 

ち合い，役員相互派遣，経済的互恵関係による 

相互依存性に 2 り生じ，社外取締役が 最高経営 

責任者に対して 完全な独立性を 維持できない 状 

況を意味する．情報非対称性は 社外取締役が 会 

社に関して有する 情報が最高経営責任者のそれ 

に 比較してはるかに 少ないことを 示す． 

これに対して ，アメリ ヵ の大企業においては 

単層型取締役会を 採用し しかも約 80% の大企 

業においては 取締役会会長が 最高経営責任者を 

兼務する事実にもかかわらず ，企業統治の 有効 

性は高い．それはまた 種々の取締役会委員会の 

活動により不完全ながらも 社外取締役が 会長兼 

最高経営責任者に 対する潜在的監督の 役割を果 

しているためであ る． とりわけ監査委員会 

(AuditCommittee) はニューヨーク 証券取引所 

の上場基準の 一 つ であ り，委員会がすべて 社外 

取締役により 構成されねばならないので ，外部 

監視機関としての 性格が強 い ． このことから ， 

アメリカの単層型取締役会は 実質的には監査委 

員 会がドイツ，フランスの 監査役会に相当する 

二層型取締役会 ( 古森 賢 ) (79)  79 

と 言える．このような 内部監視に比較してより 

強力な経営者への 監督機能はアメリカにおける 

外部監視のための 諸制度であ る．すなわち 証券 

取引委員会による 証券取引および 司法省による 

と競争行動に 対する厳格な 規制と監視，さらに 
違法行為を探知するための 積極的監視と 違反行 

為に対する厳格な 処罰，そして 最終的には企業 

支配権 の移転という 市場による制裁があ る． 

ドイツ，フランス 両国の上場企業においては 

アメリカ，イギリスの 年金基金による 持ち分増 

加に伴い経営者への 規律付けは強化されつつあ 

る．この背景により ，両国においては 持ち合い 

が解消されつつあ り，かつ単層型取締役会，二 

層型取締役会を 問わずアメリカに 範を取った 各 

種 委員会， とりわけ監査委員会を 設置する動き 
が加速じている． また証券市場による 経営者へ 

の規律を強化するため ，企業の情報開示が 促進 

されつつあ る． したがって，大勢はこの 意味で 

のアメリカ的企業統治への 傾斜しつつあ る． し 

かしこれら改革は 資本主義の機能向上のための 

最低限の共通基準であ り，増大する 企業の世界 
的活動に不可欠であ る， これら技術的側面を 別 

にすれば，両国固有の 従業員および 会社自体の 

利益を重視する 企業概念にもどずく 資本主義ま 

でもアメリカ 化するかは疑問であ る． 
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図表 6  独仏英日用語対照表 

本文中のドイツ 語，フランス 語の日本語への 翻訳は以下による．参考に 一般的使用される 英語訳を 

示す． 

ドイツ語 フランス 言吾 英語 日本語 

Untemehmungsverfassung@ Gouvemement@de Corporate@Governance 企業統治 

Unternehmensverfassung l 。 entrepnSe 

Zweistufiges@Modell Soci 芭 t さ益 D 五 Tect0ire DualBo 荻 d 二層型取締役会 
Trennungsmodell SOCI 芭 t さ dUa Ⅱ Ste Two- Ⅱ erBo 打 d 

Doppelmodell 
Duales@Modell 

Einstufiges@Modell SOCi る t さ ClaSSique SingleBo 町 d 単層型取締役会 
Vereinigungsmode Ⅰ   Socl 色 t 色 moniste 

S0ci さ t 芭 avecC0nSen 

d'admi   istration 

Aufsichtsrat Conseil@de@Surveillance@ Supervisory@Board 監査役会 

VorStzender@des p Ⅰ 芭 sidentdu  ConSe Ⅱ de  Chairm3%1ofthe 監査役会会長 
Aufsichtsrats ， Surveillance SupervirosyBo 肛 d 
Aufsichtsratsvorsitzender 

Aufsichtsratsmitglied ， Membre@du Member@of@the 監査役会役員 
Mitglied@des@Aufsichtsrats@ Conseil@de@Surveillance@ Supervisory@Board 

Vorst ㎝ ld D ⅠⅠ eCtoi Ⅰ e ManagementBo 荻 d 執行役 金 
Board@of@Management 
Executive@Board 

Vorstandsmitglied Membre@du@Directoire Member@of@the 執行役会役員 
Mitglied@des@Vorstandes Management@Board 

Vorsitzender@des President@du@Directoire@ Chairman@of@the 執行役会会長 

Vorstandes@ ， ManagementBo 打 d 

Vorstandsvorsitzender   
Sprecher  des  Vorstandes 

Mitbestimmung Cogestion Codetermination 共同決定 
Codecision 

Hauptversammlung Assembl る e  g 芭 n 色 Ⅰ ale Annual@Meeting@of 株主総会 

derAktion 牡 e d'actionnaires   Shareholders@ @ 
Annual@General@Meeting 
(AGM)  英 
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1) わが国の経営学者の 一部および多くの 法学者は 

ドイッの Aufsichtsrat を「取締役会」と 翻訳する 

が ，筆者はこれに 同意できない．おそらくこの 

前提は日本の 取締役会が主 - として業務執行を 行 

う という現実認識に 基づいていると 思われる   

たしかに現実には 日本の取締役会の 構成員のほ 

とんどは日常的経営業務執行に 携わる社内取締 

役 であ り， いわ める業務担当取締役であ る． し 

かし本文で述べる よ うに日本の取締役会は 商法 

によれば経営業務執行のみならず 経営意思決定 

および経営業務執行の 監視の三種の 機能が未分 

化のまま混在する 組織であ る． しかるにドイッ 

の Aufsichtsral は経営業務の 監督のみがその 機能 

であ り， これと両立しない 業務執行は執行役 金 

(Vorstand) の役割であ る． したがって 

Aufsichlsrat の権 能と機能は日本の 取締役会のそ 

れに対応しない． Aufsichtsral は監視機能をその 

基本的機能とし ，業務執行が 明確に排除されて 

する以上，その 翻訳として監査役会または 監査 

役員会ないしこれに 類似した用語が 適当と考え 

る．同様のことはフランスの 監査役会にも 妥当 

する． 

2) Lachat,1981 

3) Reichelt,1998,p.34 
4) 以下の記述はフランス 側の研究は Lachat, 1981 ; 

Caussain,1984 および 肘 penelR0blo1, 1996, ドイ 

ッ側の研究は Reichelt, 1998 に基づき，両者の 指 

摘を総合したものであ る．後者がフランスに よ 

るドイツへの 影響に関して 最も詳細であ る． な 

おフランス と ドイツの交流についてほとんど 触 

れていないが ，フランス．における 二層型取締役 

会の生成と発展については 大野， 1999 年， ドイ 
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